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緒　　言
　遺伝性乳癌卵巣癌症候群（hereditary breast 
and ovarian cancer syndrome、以下HBOC）に
おける遺伝学的検査とは、血液データやがん組織
から遺伝情報を調べ、乳癌・卵巣癌・膵臓癌・前
立腺癌の遺伝性や将来の発症リスクを示す検査で
ある。がん患者やその血縁者への医療選択や健康
管理への活用として近年注目されている。HBOC
は、breast cancer susceptibility gene（以下
BRCA） 1 遺伝子およびBRCA2遺伝子の生殖細
胞系列における病的バリアントに起因する乳腺、
卵巣、前立腺、膵臓等の癌の易罹患性症候群であ
り、遺伝学的検査に基づく医療が国内外のガイド
ラインで推奨されている 1 ）。遺伝性腫瘍は全がん
の 5 ～10％に認められており 1 ）、乳癌や卵巣癌の
罹患者数の増加により 2 ）、遺伝学的検査に基づく
医療を受ける患者数は今後増加すると考えられる。
 遺伝学的検査に基づく医療により、がんのリス

クの高い臓器の検診、予防的切除を伴う外科治療、
効果的な化学療法の選択が可能となる 3 ）。これら
の治療成績は良好で、予防的乳房切除術後の乳癌
発症リスクは90％以上減少、予防的卵巣卵管切除
術後の卵巣癌発症リスクは68－96%減少し、さら
に70歳までの死亡率を77%減少させると報告され
ている 4 ）。
　このように、国内での医療体制の整備が進めら
れ、2020年にHBOC遺伝学的検査が保険適用とな
った。厚生労働省の社会医療診療行為別統計では、
この検査の実施件数は保険適用前の2019年に比べ
2021年で ４ 倍以上となっている 5 ）6 ）。その一方で、
遺伝学的検査推奨項目 1 ）7 ）に該当するがん患者で
あっても、検査を希望しない者もいる。
　遺伝学的検査の受検の促進要因について、米国
での乳がん患者を対象とした実態調査 8 ） では、
医師の推奨・血縁者のがんリスク評価・専門的な
治療が受けられることであり、国内の論文 9 ）では、

Abstract

Decision-making regarding genetic testing for hereditary breast and ovarian cancer syndrome requires 
support based on the various experiences leading up to that point. This study aimed to clarify the 
experiences of cancer patients presented with genetic testing regarding their decision to undergo 
testing. Six patients presented with genetic testing underwent semi-structured interviews, and 
qualitative analysis was performed. As a result, we identified eight categories: [Recognition of genetic 
information] [Information gathering regarding testing] [Consideration of testing costs] [Concerns about 
sharing genetic information with relatives] [Lack of mental space to consider taking the exam] 
[Assessing the benefits and drawbacks of testing] [Support for the decision to test or not to test] 
[Determining the timing of testing]
Patients made decisions to undergo or decline testing while weighing both the benefits and 
disadvantages. Healthcare providers, understanding patients' fluctuating mental states, were advised to 
ensure sufficient information and deliberation time for decision-making, and to provide long-term support 
for anxiety and conflict regarding genetic information even after decisions were made.

要　　旨

　遺伝性乳癌卵巣癌症候群の遺伝学的検査受検の意思決定は、そこに至るまでの様々な体験に基づいた支
援が必要である。本研究は遺伝学的検査受検を提示されたがん患者の受検の意思決定に関する体験を明ら
かにすることを目的に、遺伝学的検査受検を提示された患者 6 名を対象に半構造化面接を行い、質的分析
を行った。その結果、【遺伝情報への認識】【受検に関する情報収集】【受検費用に関する検討】【血縁者へ
の遺伝情報共有への悩み】【受検を考える余裕のなさ】【受検の利益・不利益を判断】【受検・非受検の意
思への支持】【受検する時期の判断】の 8 つのカテゴリーが抽出された。患者は受検することの利益・不
利益の両者を感じながらも、受検・非受検を決断していた。医療従事者は患者の揺れる精神状態を理解し
ながら、決断に至るに十分な情報の提供と検討時間を確保し、意思決定後にも遺伝情報に対する不安や葛
藤に対して長期的に支援する必要性が示唆された。
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それに加えて受検費用が保険適用になったことが
挙げられている。遺伝学的検査の非受検に関する
要因については、米国では、高額な費用や遺伝に
よる差別が挙げられており 8 ）、国内でも同様に高
額な費用負担 9 ） が報告されていた。さらに、遺
伝学的検査受検にあたり患者自身と血縁者への利
益を理解しながらも血縁者との遺伝学的な情報共
有を懸念すること10）、受検はしたが結果を知るこ
とに躊躇し開示を 6 カ月間延期したこと11） とい
った、検査結果を知ることへの不安や、遺伝学的
情報に基づいて何かしらの健康管理をなされるこ
とへの不安12） が報告されていた。 このように、
遺伝学的検査を提案されてから、受検の意思表示
に至るまでには様々な葛藤や不安があったことが
推察されるが、どのような体験を経て遺伝子検査
受検・非受検の意思決定に至ったのかは明らかと
なっていない。受検者と非受検者のそれぞれの意
思決定の体験が明らかとなれば、受検に対する援
助のみならず、検査の提示から意思決定後までの
支援の一助となると考えられる。

研究目的
　遺伝学的検査受検を提示されたがん患者の受検
の意思決定に関する体験を明らかにし、意思決定
を支援するために必要な看護の示唆を得る。

用語の操作的定義
「体験」
　対象者の体験とは、経験したことや考えたこと、
感情を含むこととした。
「意思決定」
　HBOCの遺伝学的検査の受検選択において、十
分に情報を得て、個人の価値観と一致した決定を
することであり、本人が遺伝学的検査の受検また
は非受検を最終的に決断することとした。
「遺伝情報」
　人の健康に遺伝学的影響をもたらす情報とし、
家族歴、遺伝子スクリーニング結果、遺伝子検査
結果などを含めた全てのこととした。
「受検の提示」
　HBOCの遺伝学的検査の受検について、医師よ
り年齢や家族歴からHBOCの可能性が考えられる
乳がん発症者、卵巣がん発症者の適格基準 1 ）7 ）を
満たす場合に受検の目的やHBOC、検査方法、費
用は保険適用として提示されることとした。

研究方法
　 1 ．研究デザイン：質的記述的デザイン　
　本研究では、がん診断後からHBOCの遺伝学的
検査の受検の意思決定における体験を探索的に明
らかにするため、半構造化面接法による質的記述
的研究方法を選択した。
　 2 ．研究施設と対象
　研究施設は、急性期病院 1 施設の乳腺外科・婦
人科・消化器内科・泌尿器科・遺伝診療部と患者
会組織の 2 施設の計 3 施設とした。
　対象者は、対象施設に入院または通院中のHBOC
の遺伝学的検査の受検の提示を受けたがんと診断
された患者で、以下の条件を満たし、研究の同意
の得られた患者とした。
　選定基準は、HBOCの遺伝学的検査が保険収載
された2020年 1 月から2023年11月までにHBOCの
遺伝学的検査の受検の提示を受けたがんと診断さ
れた患者かつ、主治医または施設長から研究対象
として問題がないと判断された者とした。除外基
準は、患者の病状、現在の状況から精神的に著し
く不安定な（うつや怒り、罪悪感、悲しみ、絶望
感が強い）者とした。
　研究協力の強制力が働かないように、対象者へ
の研究説明は、研究者らが行い、診療や療養生活
援助をしている医療従事者は同席もしないように
配慮した。また、診療や援助の前には研究説明を
しないようにした。
　 3 ．調査期間
　2023年 8 月 1 日から2023年11月30日。
　 4 ．データ収集方法
　 1 ）半構造化面接調査
　同意の得られた対象者にインタビューガイドに
基づき半構造化面接を行った。 面接の内容はIC
レコーダーで録音した。インタビュー項目は、が
んの遺伝学的検査を受検する、または受検しなか
った一番の理由はなんですかといった内容につい
て質問した。
　 2 ）診療録からの情報収集
　対象者の基本情報について、診療録や自記式質
問紙より、年齢（歳）、性別、家族構成、配偶者
の有無（同居／別居）、子の有無、子の性別・年齢、
診断名、病期、癌家族歴、遺伝学的検査の提示日、
遺伝学的検査の受検意思を表明した日、遺伝学的
検査推奨項目の該当有無について収集した。
　 5 ．分析方法
　分析は、Conventional content analysis13）の手
法を参考に実施した。第 1 段階では、繰り返し逐
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語録を読み込んだ。その際は、インタビューの音
声データを聴きながら全体を把握し、印象やアイ
デアを記載しながら、意味単位に沿って語りの要
約をした（一次コード）。また音声データと逐語
録が完全に一致しているかの確認も行った。第 2
段階では、研究目的に照らしながら、個々の逐語
録の一次コードをグルーピングし 2 次コード化し
た（以下、コード）。第 3 段階として、それぞれ
のコードの関係性に基づき、意味のあるクラスタ
ーにグルーピングしサブカテゴリー化した。第 4
段階として、サブカテゴリー間の関係に基づき、
カテゴリー化した。第 5 段階として、カテゴリー、
サブカテゴリー、コードの定義を洗練し、意味内
容を反映したカテゴリー名をつけた。
　 6 ．質的データの信頼性及び真実性の確保
　質的データの信頼性及び真実性を確保するため
に、インタビューガイド作成、インタビューのト
レーニング、データのコーディング・サブカテゴ
リー化・カテゴリー化・要約の記述に至るまで、
2 名以上の研究者間で行った。また、先行研究14） 

の手法を参考に、 1 事例ずつのインタビュー終了
ごとに、協力者を誘導するような質問や、構造化
された質問をしていないか等についてリフレクシ
ョンを行った。さらに、データのコーディング・
カテゴリー化では、研究者間で繰り返し検討し、
合意が得られたものを採択した。データの信頼性
と真実性の確保のために、分析の過程では質的研
究の専門家である看護学研究者 2 名及びがん看護

学の専門である看護学研究者 1 名のスーパーバイ
ズを受けて実施した。
　 7 ．倫理的配慮
　本研究は、石川県立看護大学倫理委員会の承認
を受けて実施した（承認年月日：令和 5 年 7 月26
日、看第2023-81- 3 号）。なお、文書及び口頭で
説明し、書面で研究の同意を得た。そして、研究
の趣旨、方法、倫理的配慮、自由意思による研究
参加であること、途中で辞退しても不利益がない
こと、匿名性を保持すること及び厳重なデータ管
理方法について文書で説明を行った。

結　　果
　 1 ．対象者の概要
　研究参加者の基本情報を表 1 に、遺伝学的検査
推奨項目 1 ）の該当有無を表 2 に示す。
　対象者は全員、女性の乳がん患者であった。遺
伝学的検査の受検者は 4 名、非受検者は 2 名であ
った。検査提示から受検・非受検の決断までの期
間は16日間から 1 年 1 か月間であり、調査時の年
齢は50歳から75歳、がんの種類はすべて乳癌で、
病期はⅠ期 1 名、Ⅱ期 4 名、残存乳房再発 1 名で
あった。遺伝学的検査推奨項目にて、60歳以下の
トリプルネガティブ乳癌 2 名、両側または片側に
2 つ以上の原発性乳癌 2 名、第 3 度親等以内の血
縁者に乳癌、卵巣癌、膵癌患者の存在 3 名であっ
た。インタビューは各 1 回行い、インタビュー時
間は25から45分間であった。

表 1 　対象者の基本情報

受検者 非受検者
1 2 3 4 5 6

年齢（歳）
性別
配偶者有無

子の有無
子の性別・発達段階

診断名
TNM分類病期
癌家族歴
がんの診断から検査提示までの期間
検査提示から受検・非受検の 
決断までの期間

検査提示から研究調査日までの期間

52
女性
あり

（同居）
あり

女性・
学童期

両側乳癌
残存再発

あり
0 日

13ヶ月

17ヶ月

56
女性
あり

（同居）
あり

女性・
学童期

左乳癌
Ⅰ

なし
- 1 ヶ月
1 ヶ月

5 ヶ月

50
女性
あり

（同居）
なし
―

左乳癌
Ⅱa
あり
0 日

6 ヶ月

11ヶ月

60
女性
あり

（同居）
あり

男性・
成人期

右乳癌
Ⅱa
あり
0 日

1 ヶ月

26ヶ月

74
女性
なし

（死別）
あり

女性・
成人期

左乳癌
Ⅱa
あり
0 日
16日

28日

75
女性
あり

（同居）
あり

男性・
成人期

両側乳癌
Ⅱa
あり
0 日
24日

30ヶ月

TNM：原発腫瘍の大きさ（T）、所属リンパ節転移（N）、遠隔転移（M）による病期の分類
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　 2 ．遺伝学的検査受検への意思決定に関する体
験
 質的分析の結果、HBOC遺伝学的検査受検また
は非受検に関する体験として 8 つのカテゴリーと
33個のサブカテゴリーが抽出された（表 3 ）。なお、
本文内では、カテゴリーを【 】、サブカテゴリー
を≪ ≫、コードを「 」で示した。意味が伝わら
ない部分については、文脈を損なわないように研
究者が（　）を用いて補足した。
　 1 ）【遺伝情報への認識】
　このカテゴリーは自分が遺伝性のがんである可
能性を認識し、驚きや恐怖といった戸惑いを感じ
たり、その現実を受け止めようとしたりする体験
を示しており、≪がん家族歴により遺伝性を疑う≫ 
≪受検により遺伝性を確認できる≫≪遺伝情報を
はじめて認識する≫≪血縁者の乳がん闘病経験か
ら恐怖を感じる≫≪生涯変化しない遺伝情報であ
る現実を受け止める≫の 5 つのサブカテゴリーか
ら構成された。
　受検を決断した者は、「親はがんになっていな
いから遺伝性ではないと思う（事例 1 ）」「乳癌の
サブタイプから遺伝性のがんの可能性を知り驚く
（事例 2 ）」と、遺伝学的検査の提示を想定外の
ものであると述べていた。非受検を決断した者は
「さまざまながんの家族歴から遺伝の可能性を認
識する（事例 6 ）」とし、「乳癌になったのは運命
の一つとして仕方ないと受け入れる（事例 5 ）」
と検査を提示された現実を受け止めていた。

　 2 ）【受検費用に関する検討】
　このカテゴリーは、検査に掛かる費用負担を受
検・非受検の決断の検討事項の １ つとしている体
験を示しており、 ≪受検費用に負担を感じる≫ 
≪保険診療になり受検への敷居が低くなる≫≪家
族から費用負担への支援を得る≫の 3 つのサブカ
テゴリーから構成された。
　受検・非受検のどちらを決断した者も、「高額
な費用だったから受検を迷う（事例 3 ）」「がん治
療に加えて遺伝学的検査の費用までかかるのは負
担が大きい（事例 5 ）」と受検費用の負担を感じ
つつも、「保険診療となり受検への敷居が低くな
る（事例 4 ）」「保険適用になり負担が減る（事例
6 ）」とその敷居は下がったことを感じていた。
　 3 ）【受検を考える余裕のなさ】
　このカテゴリーは、がんと診断されるだけでは
なく、それが遺伝性である可能性や検査や治療の
ことで頭がいっぱいになり、受検・非受検の決断
にまで考えが至らないという体験を示しており、 
≪遺伝性のがんと診断されたらと思うと心理的負
担を感じる≫≪がんの検査や治療で余裕がなく受
検まで考えられない≫の 2 つのサブカテゴリーか
ら構成された。
　受検・非受検のどちらを決断した者も、「トリ
プルネガティブ乳がんの遺伝性や治療法が限られ
ていると聞きショックを受ける（事例 2 ）」「がん
診断や治療で頭がいっぱいになり受検まで考えら
れない（事例 6 ）」と、がんと診断されたショッ

表 ２ 　遺伝学的検査推奨項目の該当有無

受検者 非受検者

1 2 3 4 5 6

45歳以下での乳癌診断
60歳以下のTNBC*乳癌
両側または片側に 2 つ以上の原発性乳癌
男性乳癌
第 3 度近親以内の血縁者**に乳癌、卵巣癌、
膵癌患者の存在

HER2陰性の手術不能または転移再発乳癌に対する
オラパリブ投与計画

がんゲノムプロファイリング検査によるBRCA1/ 2
遺伝子***の生殖細胞系列の病的バリアント保持の
可能性の指摘

なし
あり
あり
なし
なし

なし

なし

なし
あり
なし
なし
なし

なし

なし

なし
なし
なし
なし
あり

なし

なし

なし
なし
なし
なし
あり

なし

なし

なし
なし
なし
なし
あり

なし

なし

なし
なし
あり
なし
なし

なし

なし

*TNBC：トリプルネガティブ乳癌
**第 3 度近親以内の血縁者：父母、兄弟姉妹、異母・異父の兄弟姉妹、子ども、おい・めい、おじ・おば、祖父母、
　　　　　　　　　　　　 大おじ・大おば、いとこ、孫
***BRCA1/ 2 遺伝子：breast cancer susceptibility gene 1 / 2 、がん抑制遺伝子のひとつで、HBOCの原因遺伝子
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クや多くの心配事の中で受検・非受検の決断にま
で心を砕けていない様子が語られた。
　 4 ）【受検する時期の判断】
　このカテゴリーは、がんの治療期間や自分の体
調、自分や家族の気持ちの整理などを考慮して、
受検する時期を決断するという体験を示しており、
≪自分の意向に合致し即決する≫≪自分の意向に
対峙し即決しない≫≪抗がん剤治療中の体調を把
握しながらタイミングを見計らう≫≪がんの治療
経過に間に合うようにタイミングを見計らう≫ 
≪医療者に受検のタイミングの助言を受ける≫の
5 つのサブカテゴリーから構成された。
　受検・非受検のどちらを決断した者も「がん治
療の選択肢が間に合うようにタイミングをみて受
検する（事例 2 ）」「受検提示時、家族と一緒に説
明を受け、娘の拒否的な態度をみて、隠しようが
ないと感じ、即決しなかった（事例 5 ）」と、自
分や家族のイベントのタイミングや気持ちの整理
に合わせて受検の時期を判断していた。
　 5 ）【血縁者への遺伝情報共有への悩み】
　このカテゴリーは、血縁者にがんの既往を聞く
ことや遺伝学的検査の話をすることで自分ががん
であることや相手に遺伝性のがんの可能性を知ら
せてしまうことや、陽性だった場合にどのように
共有するかを受検前から悩む体験を示しており、 
≪血縁者にがんの家族歴を聴くことに躊躇する≫
≪遺伝情報の共有の仕方に悩む≫の 2 つのサブカ
テゴリーから構成された。
　受検・非受検のどちらを決断した者も「血縁者
に病気を知られてもよいが、相手が気がかかりに
なると考え病気を伝えない（事例 4 ）」「陽性の場
合は、血縁者にどのように伝えるか難しい（事例
6 ）」と、遺伝学的検査やその情報の共有につい
て悩んでいた。
　 6 ）【受検の利益・不利益を判断】
　このカテゴリーは、受検結果によって、自分や
血縁者に得られる利益と不利益を天秤にかけ、受
検・非受検を決断するという体験を示しており、
≪治療の選択肢が増えるから受検する≫≪自分の
遺伝情報を知ることができる≫≪血縁者のがんの
早期発見・早期治療につながる≫≪がんと対峙す
ることで闘病意欲につなげる≫≪陽性となった場
合の家族の生活を案じる≫≪陽性となった場合の
自分の心理的負担が大きい≫≪リスク低減手術に
不安を感じる≫≪血縁者にとって遺伝性を知らな
くても自分で健康管理ができる≫≪結果を知って
もメリットはないと判断する≫の 9 つのサブカテ

ゴリーから構成された。
　受検を決断した者は「治療を進めるなかでいず
れがん治療の選択肢が増えるから受検する（事例
2 ）」「がんになる確率が高いと分かり遺伝学的検
査を受けようと思う（事例 1 ）」と受検に対する
利益を感じる一方で、非受検を決断した者は「陽
性だったときに結果にショックを受けるから受検
しない（事例 6 ）」と受検の不利益を感じていた。
しかし、受検を決断した者も「受検によって治療
が追加になると、家族の生活の負担が増えること
を心配する（事例 3 ）」と受検の不利益を感じ、
非受検を決断した者も「遺伝性を確実に確かめた
いと考える（事例 5 ）」と受検の利益を感じていた。
　 7 ）【受検・非受検の意思への支持】
　このカテゴリーは、血縁者や配偶者、友人など
の周囲から、自分の受検・非受検の意思を後押し
されることで、自分の決断を固めるという体験を
示しており、≪血縁者に受検の意思を支持される≫ 
≪配偶者に受検を後押しされる≫≪血縁者に非受
検を後押しされる≫≪友人に非受検を後押しされ
る≫≪自分と家族の価値観の違いを理解する≫の
5 つのサブカテゴリーから構成された。
　受検を決断した者は「もし陽性の時の話を聞く
なら息子も一緒に聞く（事例 4 ）」と周囲の後押
しを得ており、逆に非受検を決断した者は「血縁
者や親族はあまり結果を知りたくないような感じ
だったから受検しないでいいと思う（事例 6 ）」と、
周囲からの非受検への思いを感じていた。
　 8 ）【受検に関する情報収集】
　このカテゴリーは、受検・非受検を決断するま
でに医療者からの説明だけでなく、自分自身でも
情報を集めるものの、情報の不足を感じていた体
験を示しており、≪受検について情報を活用する≫ 
≪受検について情報の不足を感じる≫の 2 つのサ
ブカテゴリーから構成された。
　受検を決断した者が「インターネットでは受検
の体験談のような細かい情報の不足を感じ（る）
（事例 2 ）」ていたり、「受検結果が陽性のときの
対応について調べる（事例 3 ）」ことで理解を深
めたりした一方で、非受検を決断した事例 5 、 6
からはこのカテゴリーに対するコードは抽出され
なかった。

考　　察
　本研究では、乳がん患者 6 名に対するインタビ
ューにより、HBOCの遺伝学的検査の受検・非受
検の決断までの体験を明らかにし、受検者と非受



― 7 ―

検者には共通の体験と特有の体験があることを見
出した。
　 1 ．受検者・非受検者に共通していた体験
　【遺伝情報への認識】では、受検者・非受検者
ともに家族歴から自分が遺伝性のがんである可能
性を考えながらも、この現実を受け入れようとし
ていた。先行研究12） では、家族にがん闘病体験
がある者は遺伝学的なリスクを知りたいと感じる
と言われているが、本研究では検査提示時に強い
恐怖や不安を感じ、非受検を選択する者もいた。
家族歴から遺伝の可能性を想定しておらず、≪遺
伝情報をはじめて認識（する）≫し、≪受検によ
り遺伝性を確認できる≫と考えた者は受検者のみ
であった。
　【受検費用に関する検討】では受検者・非受検
者のどちらも、保険診療や家族からの支援により
受検の敷居が低くなったと感じながらも、検査費
用の負担を受検・非受検の決断の １ つの要因とし
ていた。遺伝学的検査の自己負担額は、2020年の
保険適用により減額され、 3 割負担で約 6 万円、
1 割負担で約 2 万円の費用で受検可能である。し
かし対象者は今後重なるがん治療の費用を考え、
受検をさらなる費用負担として受検・非受検の検
討要因としていた。この結果は遺伝学的検査の受
検のきっかけを調査した研究 9 ）と一致した。
　家族歴のない受検者・非受検者からは【受検を
考える余裕のなさ】が示された。がんの闘病を身
近で経験していないことで、今後起こり得るイベ
ントや様々な意思決定で頭がいっぱいとなり、受
検を考える余地がなかったと考えられる。また、
このカテゴリーは受検・非受検までの決断が 1 か
月程度の対象者から抽出された。 1 か月間の時間
があっても、意思決定には十分な時間とは感じて
いなかったことが示された。【受検する時期の判断】
のカテゴリーからも、対象者は自分や家族のタイ
ミングで受検・非受検の決断や、検査時期を検討
したいことが示された。受検・非受検の意思決定
の際には、その患者にとって検討したい事項を考
えるための十分な時間が確保されたのかを確認す
ることが必要である。これに加え、【血縁者への
遺伝情報共有への悩み】では受検者・非受検者の
どちらも、血縁者に遺伝学的検査の話題を出すこ
とで自分ががんであることを知られることや、陽
性であった場合に自分が持つ遺伝情報が血縁者に
も影響を及ぼすことを懸念していた。先行研究15） 

では、遺伝学的検査を受検した者が診断のショッ
クで検査後の情報の取り扱いについて考慮できな

いまま受検を決めたことで、受検後にジレンマに
見舞われたという例が報告されている。本研究で
も、気持ちに余裕のない中で血縁者への遺伝情報
共有への悩みを抱きながら受検・非受検を決断し
た者がいることが示された。本研究の結果からも、
検査結果が提示された場合の不安が表出されてお
り、遺伝情報共有の懸念は受検の決断後にも継続
するものと予測できる。
　上記の経緯を踏まえ、対象者は【受検の利益・
不利益を判断】していた。このカテゴリーでは、
受検者・非受検者のどちらも利益と不利益の両方
を体験していたということであり、本研究の新規
性である。受検者・非受検者のどちらも≪血縁者
のがんの早期発見・早期治療につながる≫と考え
ながらも、≪陽性となった場合の自分の心理的負
担が大きい≫と考えていた。このように自分や家
族にとっての利益と不利益の両方を感じながらも、
最終的に遺伝情報を知ることでの利益と不利益の
どちらが大きくなるかを検討していた。そして、
その検討を決断に変えたのが【受検・非受検の意
思への支持】といえる。家族や相談した周囲の意
見に後押しされ、決断に至っていた。
　 2 ．受検者のみに特有の体験
　【受検に関する情報収集】は、受検者で家族歴
のある者のみから示された。家族歴のない受検者・
非受検者が【受検を考える余裕のなさ】を示し、
家系内で経験したことのない体験に戸惑うと述べ
たが、ここでは逆に自分の遺伝情報を受け止め、
具体的な情報収集ができるほどの精神状態にある
と考えることができる。検査前に十分な情報提供
を行うことの重要性はすでに報告されている15）が、
情報を受け入れられるだけの精神状態であるか判
断することが必要であると示唆された。
　 3 ．非受検者のみに特有の体験
　本研究では、非受検者のみに特有のカテゴリー
は抽出されなかった。非受検者は受検者に比べて、
高齢であった。本研究の事例 5 は家族歴があり、
がんという疾患の怖さを経験していたため、当初
は受検を検討していたが、家族の強い反対を受け
て非受検を決断していた。家族の反対を押し切っ
て受検するよりも、軋轢や波風を立てることを避
け、家族の決定に従うという日本人高齢者の特徴
が表れたものと考えられる。
　 ４ ．臨床における遺伝学的検査の意思決定支援
への示唆
　遺伝学的検査を提示されたがん患者は、遺伝情
報を知ることの利益・不利益をどちらも感じなが
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カテゴリー サブカテゴリー コード

遺伝情報
への認識

がん家族歴により遺伝性を疑う
乳がんの家族歴があるから遺伝を疑う 事例 3
さまざまながんの家族歴から遺伝の可能性を認識する 事例 6

受検により遺伝性を確認できる
受検により遺伝性を確かめる 事例 3
受検についてはじめて聞き、遺伝性のがんの可能性を知りたいと考える 事例 4

遺伝情報をはじめて認識する

親はがんになっていないから遺伝性ではないと思う 事例 1
乳がん、子宮がん系の家族歴がないため遺伝性のがんの可能性に驚く 事例 2
乳がんのサブタイプから遺伝性のがんの可能性を知り驚く 事例 2
乳がんの家族歴があるが従妹で若年ではないから遺伝性との関係はないと
考える 事例 4

血縁者の乳がん闘病経験から
恐怖を感じる

乳がんで命をなくした母親の闘病経験を思い出し自分も同じようになる
という恐怖を感じる 事例 5

生涯変化しない遺伝情報である
現実を受け止める

遺伝性の乳がんという事実は変わらない 事例 2
受検の結果を聞いてから考える 事例 2
乳がんになったのは運命の一つとして仕方ないと受け入れる 事例 5
がんになる可能性を心配してもしょうがない 事例 6

受検費用に
関する検討

受検費用に負担を感じる

高額な費用だったから受検を迷う 事例 3
がん治療に加えて遺伝学的検査の費用までかかるのは負担が大きい 事例 5
自分のために高額な費用を払うなら家族のために使いたい 事例 5
高額な費用を払ってまで受検するメリットがない 事例 6

保険診療になり受検への敷居が
低くなる

保険診療になり受検費用を軽減できると聞き安心した 事例 1
保険診療になる前は受検や予防的切除術は自由診療であり、受検への敷居が
高かった 事例 1

保険診療になり安価になったから安心して受検できる 事例 2
遺伝学的検査は高額であるという誤解がとけて安心して受検できる 事例 3
保険診療になり受検への敷居が低くなる 事例 4
保険適用になり負担が減る 事例 6

家族から費用負担への支援を得る 夫に費用のことは気にしなくていいと言われる 事例 3

受検を考える
余裕のなさ

遺伝性のがんと診断されたらと思う
と心理的負担を感じる

トリプルネガティブ乳がんの遺伝性や治療法が限られていると聞きショック
を受ける 事例 2

がんの検査や治療で余裕がなく
受検まで考えられない

家族にとってがん診断や治療で頭がいっぱいになり受検まで考えられない 事例 2
がんの検査続きでくたびれているのに遺伝学的検査を考えることがつらい 事例 6
がん診断や治療で頭がいっぱいになり受検まで考えられない 事例 6

受検する
時期の判断

自分の意向に合致し即決する 検査を初めて聞き、自分のためにすぐ即決で受検を決める 事例 4

自分の意向に対峙し即決しない

受検提示時、家族と一緒に説明を受け、娘の拒否的な態度をみて、
隠しようがないと感じ、即決しなかった 事例 5

医師からは受検に関しては時間的に慌てなくてもよいと言われる 事例 5
医師からもし検査を受けたら自分の胸にしまっておけばよいと言われる 事例 5

抗がん剤治療中の体調を把握
しながらタイミングを見計らう

抗がん剤治療の副作用があるから終わってからのタイミングで受検する 事例 1
抗がん剤治療をしながら考えるよう説明を受け、体調がよいタイミングを
見計らう 事例 2

がんの治療経過に間に合うように
タイミングを見計らう

がん治療の選択肢が間に合うようにタイミングをみて受検する 事例 2
遺伝学的検査の結果が分かるまでに時間がかかるから早めに受検する 事例 4

医療者に受検のタイミングの助言
を受ける

以前は遺伝学的検査が保険適用ではなかったから勧められない 事例 1
遺伝学的検査があると聞き、やってみようと思う 事例 1
受検する時期は、差し迫っていないと聞く 事例 1
受検の対象になったから受検する 事例 1
看護師に受検のタイミングの説明を聞く 事例 2

血縁者への
遺伝情報
共有への
悩み

血縁者にがんの家族歴を聴くこと
に躊躇する 家系図作成にあたり、血縁者にがんや遺伝性について伝えない 事例 3

表 3 - 1 　がん患者が遺伝学的検査受検の意思決定における体験
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カテゴリー サブカテゴリー コード

血縁者への
遺伝情報
共有への
悩み

血縁者にがんの家族歴を聴くこと
に躊躇する

自分が乳がんになり心配されると嫌だと思って遺伝学的検査のことは
伝えない 事例 4

家族歴聴取はいつも会っていたら聞きやすいが突然聞くのは聞きづらい 事例 4
家族歴を聴くために血縁者へ病気について伝えることを悩む 事例 4
血縁者に病気を知られてもよいが、相手が気がかかりになると考え病気を
伝えない 事例 4

遺伝情報の共有の仕方に悩む

他の人に相談はせず自分ひとりで決める 事例 2
未成年の子どもには不安にさせるから共有しないと自分で決める 事例 2
夫は血縁者ではないから遺伝情報について共有していない 事例 2
もし陽性のとき、子どもにどう伝えたらいいのか悩む 事例 2
子どものことを考え遺伝性だったらどうしようと悩む 事例 2
血縁者にどのように伝えるか悩む 事例 5
陽性の場合は、血縁者にどのように伝えるか難しい 事例 6

受検の利益・
不利益を
判断

治療の選択肢が増えるから
受検する

治療を進めるなかでいずれがん治療の選択肢が増えるから受検する 事例 2
娘が自分もがんになって治療しなくてはいけないかと不安にさせると思う 事例 2
陽性であれば治療薬が使えるし、卵巣をとる手術の選択肢が増えるから
受検する 事例 3

受検した一番の理由は手術の術式を決めるのに役立つから 事例 4
遺伝性だと分かると対処してもらえるから受検する 事例 4
検査結果が自分の乳がんの術式選択に必要だから受検する 事例 4

自分の遺伝情報を知ることが
できる

がんになる確率が高いと分かり遺伝学的検査を受けようと思う 事例 1
遺伝でがんが分かる確率を知らなかったけど、高い確率だと知る 事例 1
また乳がんになる確率が高いから遺伝学的検査を受けなきゃいけないと思う 事例 1
もし過去に受検していたら乳房温存術を選ばなかっただろうと思うほど、
再発の可能性が分かる確率が高いと知りびっくりする 事例 1

もし、陽性と分かったら卵巣がんになる確率が高いと分かったから遺伝学的
検査を受けようと思う 事例 1

遺伝性を確実に確かめたいと考える 事例 5
遺伝か分かった方が母のように辛い思いをしなくてよいと思う 事例 5

血縁者のがんの早期発見・早期
治療につながる

遺伝学的検査は負担が少ない簡単な検査だと説明を聞き安心する 事例 1
もし遺伝性なら子どもががんにならないように最善の方法をしてあげたい 事例 1
娘が乳がん治療を経験させないようにしてあげたい 事例 1
娘の健康や影響が気になったので受検を決める 事例 1
娘のがん罹患を予測し生命保険の加入時期を考える 事例 1
今後子どものためにどういう予防ができるかを考え受検する 事例 1
自分よりも子どもたちになにかあったらどうしようと考える 事例 2
自分はもういいが、子どもが若年でがんになり進行しないか心配し、受検に
てがんになる確率を知って生活してほしい 事例 2

家族や兄弟の健康とがんの早期発見につながる 事例 2
自分だけではない娘や兄弟の健康管理に役立つ遺伝情報を伝えることができ
るから受検する 事例 2

自分だけではない血縁者の健康管理に役立つから受検する 事例 3
子どもの乳がんや前立腺がんの予防、早期発見に役立つ 事例 4
陽性だったら血縁者のがんの予防、早期発見・治療につながる 事例 6

がんと対峙することで闘病意欲に
つなげる

受検について深刻に考えず受検しようと思う 事例 3
乳がんを治して長生きするための治療ならすべてやりたい 事例 3

陽性となった場合の家族の生活を
案じる

またがんになると手術を受け入院するため、家族に家事や仕事の負担をかけ
迷惑をかける 事例 1

受検によって治療が追加になり犬の世話ができないことを心配する 事例 3
受検によって治療が追加になると、家族の生活の負担が増えることを心配
する 事例 3

表 3 - 2 　がん患者が遺伝学的検査受検の意思決定における体験
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カテゴリー サブカテゴリー コード

受検の利益・
不利益を
判断

陽性となった場合の自分の心理的
負担が大きい

結果が分かる前に陽性だとネガティブに考えないようにする 事例 2
陽性だったときに結果にショックを受けるから受検しない 事例 6

リスク低減手術に不安を感じる

遺伝学的検査で陽性なら異常のない臓器も取ると聞いてショックが大きい 事例 5
必要以上に痛い目に合いたくない 事例 5
がんが転移したわけではないのに、がんがないところまで手術するのが怖く
て耐えられない 事例 5

母が痛い思いをして切っているのでなんでもないものを切ってつらい思いを
したくない 事例 5

手術までにもう一度説明を聞いたら、もしかしたら片方の乳房と子宮とか
卵巣とか全部取るみたいな話に変わっていて以前きいた話と違い、検査を
受けると返事したことを後悔する

事例 5

血縁者にとって遺伝性を知らなく
ても自分で健康管理ができる

がんの可能性を知りたければ、子ども自身が検査を受ければよい 事例 6
受検しなくても、子どもは前立腺がんの検診を受ければよい 事例 6
子どもが女子ではなく、男子だから乳がんや卵巣がんの心配をしていない 事例 6
男性の場合は前立腺がんだけ分かるなら、息子にもメリットない 事例 6

結果を知ってもメリットはないと
判断する

メリットとデメリットの両方を考え、しない方が強いから受検しないと
決める 事例 6

自分はもう乳がん患者になって両側乳房切除術をするから、もう自分のため
の検査のメリットはない 事例 6

受検・
非受検の
意思への
支持

血縁者に受検の意思を支持される

息子の乳がんや前立腺がんのがん発症の確立がわかると説明し、一緒に遺伝
カウンセリングを受ける 事例 4

息子に説明用紙にて受検のことを説明したら一緒に来たいと話し同席される 事例 4
もし陽性の時の話を聞くなら息子も一緒に聞く 事例 4
従妹から遺伝性を知りたいと受検を後押しされる 事例 3

配偶者に受検を後押しされる
夫から受検の意思を後押しされる 事例 3
夫から自分が納得する選択を後押しされる 事例 3
夫から受検について支持される 事例 4

血縁者に非受検を後押しされる

娘は陽性だろうと陰性だろうと聞きたくないと医師に意見を伝える 事例 5
娘は遺伝性を確かめることまでしなくてはいけないのかと受検を強く嫌がる 事例 5
結果をはっきりさせたくないという、子供の思いを汲み取る 事例 5
血縁者や親族はあまり結果を知りたくないような感じだったから受検しない
でいいと思う 事例 6

夫も遺伝学的検査にメリットがないという 事例 6
夫に説明の時に一緒に聞いてもらい説明内容を確認する 事例 6

友人に非受検を後押しされる
友人に受検について相談し支えられ感謝する 事例 5
友人から無理して綺麗な胸を取らなくても、今元気になればよいと言われる 事例 5
友人から非受検の意思を後押しされる 事例 5

自分と家族の価値観の違いを理解
する

子どもは自分ががんになってないから、遺伝学的検査に迷う気持ちは
分からない 事例 5

娘によかれと思って遺伝性かどうか教えてあげればいいと思っていたが、
娘の意見は違う 事例 5

受検に
関する
情報収集

受検について情報を活用する

受検について自分でインターネットを検索して調べる 事例 3
受検結果が陽性の時の対応について調べる 事例 3
乳がん、遺伝子について自分でインターネットで検索して調べる 事例 3
受検について医師からの説明用紙での説明に疑問は感じない 事例 4
遺伝系列の情報収集を行うことで誤解を解消する 事例 4
患者さんのためのガイドラインの受検に関する項目を読む 事例 4

受検について情報の不足を感じる

インターネットでは受検の体験談のような細かい情報の不足を感じる 事例 2
乳がんと関連のある遺伝子を 2 つだけなのか全部調べないのか疑問に感じる 事例 2
日本だけじゃなく海外も含め、受検に関する情報が不足している 事例 2
受検して何がどうなるか分からない 事例 4
受検することが必要な検査なのか分からない 事例 4

表 3 - 3 　がん患者が遺伝学的検査受検の意思決定における体験
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らも、自分や家族にとって最終的に利益となるか
否かを天秤にかけ、周囲の意見を取り入れながら
決断していた。まずは患者の家族背景や検査が提
示されるまでの経緯などを把握し、患者の抱える
不安や懸念を理解することが必要である。そのう
えで、医療専門職が血縁者のがんを予防するとい
う観点で価値観を押しつけて受検をすすめるので
はなく、受検・非受検に関わらず、患者の意思決
定を尊重するという態度を示すことが重要である。
さらに、がん患者への遺伝学的検査の意思決定支
援は、検査提示から意思決定までではなく、その
後に至るまで必要であることが示唆された。また、
意思決定に至るまでには、その期間が短期間であ
っても十分に検討できる情報量や、相談可能な窓
口の必要性が本研究から示唆された。その際には、
情報を受け入れられる精神状態にあるかを判断す
る必要がある。さらに、一度意思決定された後に
も、遺伝情報の取り扱いや受検の意思決定に対す
る葛藤について各診療科および遺伝専門部門と協
働し、受検の意思決定に関する長期的なフォロー
アップ体制が必要である。
　 5 ．本研究の限界と今後の研究発展への展望
　本研究は 2 施設から募った 6 名の乳がん患者の
体験をもとにしているため、施設ががんゲノム診
療拠点病院に限られていたこと、対象者の特性と
して非受検者の年齢が70歳以上で偏りがあったこ
とにより、他の施設や年代では異なる体験が出る
可能性がある。しかし、遺伝性乳癌卵巣癌症候群
の遺伝学的検査受検の意思決定に関連した体験を
明らかにしたことは臨床的な意義が高い。今後、
受検者への支援体制の実態調査や非受検要因によ
る意思決定支援策を検討し、症例集積を行うこと
で、意思決定支援方法の検討につながると期待で
きる。

結　　論
　遺伝学的検査受検を提示されたがん患者の受検
の意思決定に関する体験を明らかにすることを目
的に、遺伝学的検査受検を提示された患者 6 名を
対象に半構造化面接を行い、質的分析を行った。
その結果、【遺伝情報への認識】【受検に関する情
報収集】【受検費用に関する検討】【血縁者への遺
伝情報共有への悩み】【受検を考える余裕のなさ】
【受検の利益・不利益を判断】【受検・非受検の
意思への支持】【受検する時期の判断】の 8 つの
カテゴリーが抽出された。受検者・非受検者の両
者とも遺伝情報を知ることの利益・不利益をどち

らも感じながらも、自分や家族にとって最終的に
利益となるか否かを天秤にかけ、周囲の意見を取
り入れながら、受検・非受検を決断していた。医
療従事者は患者の揺れる精神状態を理解しながら、
決断に至るに十分な情報の提供と検討時間を確保
することが重要である。さらに、この意思決定後
にも遺伝情報に対する不安や葛藤に対する長期的
な支援が必要であることが示唆された。
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Abstract

【Aim】 As the population ages, the prevalence of dementia is increasing, posing significant challenges 
for healthcare systems in supporting the autonomy and decision-making of older adults with dementia. 
At the time of discharge from healthcare facilities, patients must make decisions that directly affect 
their daily lives. However, inadequate interprofessional collaboration and the predominance of family-
driven decision-making often hinder appropriate support. This study aimed to clarify the current 
practices of ward nurses in providing discharge and decision-making support for older adults with 
dementia. 
【Methods】A self-administered, cross-sectional survey was conducted among ward nurses at two 
hospitals to assess their practices and perceptions regarding discharge and decision-making support for 
older adults with dementia. 
【Results】Responses were obtained from 60 ward nurses (valid response rate: 55.5%). The results 
showed that more than half of the nurses routinely collaborated with other professionals and interpreted 
non-verbal cues to support discharge. However, 70% reported difficulty respecting the wishes of older 
adults with dementia, and fewer than 20% routinely provided repeated explanations or reconfirmed 
patients’ intentions. 
【Conclusion】 These findings indicate that nurses should go beyond simply eliciting discharge 
preferences and instead adopt multidimensional approaches to explore and support the values and 
intentions of older adults with dementia, including interprofessional collaboration, and systematic 
processes to support ongoing advance care planning.
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Introduction
	 As the population of older adults increases, 
the prevalence of dementia also rises, intensify-
ing the ethical, legal, and clinical challenges asso-
ciated with decision-making support 1). Globally, 
supporting the autonomy of individuals with de-
mentia is a key priority in clinical practice 2) 3). 
	 Evidence shows that individuals with mild to 
moderate dementia can maintain decision-mak-
ing capacity when given appropriate support 4). 
Many individuals retain the ability to make 
meaningful decisions when support is tailored to 
their needs, even as cognitive decline progress-
es 2). Legally and ethically, there is a growing 
shift toward supported decision-making rather 
than substitute decision-making models, such as 
guardianship 5). Advance care planning (ACP) is 
also essential in dementia care. ACP is a com-
munication process that adapts to changes in de-
cision-making capacity and should be implement-
ed continuously with family involvement 6). While 
these trends are evident internationally, in Ja-
pan, there is increased emphasis on respecting 
the preferences of older adults with dementia 
and maintaining ongoing dialogue to support 
their decision-making.
	 Despite global progress, significant challenges 
remain in hospital discharge support settings. 
Discharge support involves critical decision-mak-
ing about living environments and care-service 
use, and gaps in information delivery can lead to 
adverse outcomes 7). For older adults with de-
mentia, cognitive decline further complicates 
these decisions, making it difficult to determine 
patient wishes, often leading to a focus on family 
decision-making. Effective communication, inter-
professional collaboration, and systematic pro-
cesses are essential to ensure that the values 
and intentions of older adults with dementia are 
respected during discharge planning. 
	 A qualitative study conducted in the United 
Kingdom found that hospital staff, patients, and 
families identified several barriers to decision-
making support, including inadequate communi-
cation, rigid institutional policies, and poor coor-
dination 8). Ward nurses, who know patients’ 
daily functioning and health status, are well-posi-

tioned to provide patient-centered decision-mak-
ing support based on relational understanding. 
However, empirical evidence on how ward nurs-
es practice decision-making support and ACP in 
discharge support contexts remains limited.
	 This study, therefore, aimed to clarify the cur-
rent practices of ward nurses in discharge and 
decision-making support for older adults with 
dementia from three perspectives: 1) current 
practices in discharge support, 2) perceived diffi-
culties in providing nursing care to older adults 
with dementia, and 3) current practices in sup-
porting decision-making regarding discharge 
destinations among older adults with dementia. 
	 By focusing on ward nurses’ perspectives and 
practices, this study addresses the lack of empir-
ical evidence on how decision-making support 
and ACP are implemented in discharge settings 
for older adults with dementia.

Research Method
	 1. Study Design
	 The study employed a cross-sectional survey 
design using a self-reported questionnaire.
	 2. Study Participants
	 The inclusion criteria comprised ward nurses 
who are routinely involved in inpatient care and 
discharge support for older adults with demen-
tia. The exclusion criteria included nurses in 
managerial positions (e.g., head nurses), those 
with professional roles that differ from those of 
ward nurses, and nurses working in outpatient 
departments. To recruit participants who met 
these criteria, we requested cooperation from 
two medical institutions located within the same 
medical service area. These institutions provide 
acute and recovery care, have community-based 
integrated care wards, and conduct discharge 
support through interprofessional collaboration 
with home medical and long-term care services. 
We contacted 108 ward nurses who met the in-
clusion criteria in Hospitals A and B, and we dis-
tributed the questionnaires to all eligible nurses.
	 Hospital A is the only public hospital in a city 
with a population of 30,000 and an aging rate of 
37%. It has 53 acute-care beds, 53 medical long-
term care beds, and 53 community-based inte-
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grated care beds. 
	 Hospital B is a public hospital in a city with a 
population of 30,000 and an aging rate of 25%. It 
has 60 acute-care beds and 10 community-based 
integrated care beds. Both hospitals are desig-
nated as secondary emergency care facilities 
and also function as home care support hospitals.
	 3. Study Period
	 The study was conducted from September 1, 
2024, to October 31, 2024.
	 4. Study Methods
	 An anonymous, self-administered question-
naire was distributed to ward nurses responsible 
for discharge support at both hospitals.
	 The questionnaire comprised four components: 
1) participant characteristics, 2) current practic-
es in discharge support, 3) perceived difficulties 
in providing nursing care to older adults with 
dementia, and 4) current practices in supporting 
decision-making regarding discharge destinations 
among older adults with dementia.  
	 1) Participant characteristics were assessed to 
understand respondents’ backgrounds and in-
cluded age group, gender, years of nursing expe-
rience, whether respondents had a family mem-
ber with dementia, and whether they had 
experience providing home care for a person 
with dementia. 
	 2) Current practices in discharge support 
were assessed using three items:　(1) nurses’ 
perceptions of the difficulty of respecting pa-
tients’ wishes in discharge support for older 
adults, (2) nurses’ perceptions of the difficulty of 
respecting patients’ wishes in discharge support 
for older adults with dementia, and (3) nurses’ 
responses when patients’ and families’ preferenc-
es for discharge destinations differed. 
	 3) Regarding perceived difficulties in providing 
nursing care to older adults with dementia, two 
items were examined to identify factors that 
may complicate the implementation of discharge 
support that respects the wishes of older adults 
with dementia. The two items in this study ad-
dressed (1) factors that could make it difficult to 
provide discharge support that respects the 
wishes of older adults with dementia, and (2) 
background factors perceived to lead to the pri-

oritization of family decision-making when re-
spondents agreed with the statement, “In the 
context of dementia care, there is a cultural ten-
dency to give greater weight to the family’s de-
cisions.” These items were originally developed 
based on descriptions of the decision-making 
process outlined in the Ministry of Health, La-
bour and Welfare’s 2018　Guidelines for Deci-
sion-Making Support for People with Demen-
t ia 10) , fo l lowing discussions among the 
researchers.
	 The “Measurement Scale to Assess the Feel-
ing of Difficulty in Nursing Care for Older Pa-
tients with Dementia  in Acute Care Hospitals,” 
developed by Tabata et al 9) (hereinafter referred 
to as the Difficulty Scale), was used to assess the 
degree of difficulty experienced in nursing prac-
tice. This scale consists of 22 items grouped into 
seven factors, including domains such as “diffi-
culty in responding to core symptoms” and “diffi-
culty in responding to behavioral and psychologi-
cal symptoms.” Each item is rated on a four-
point Likert scale (1 = do not agree, 4 = strongly 
agree), with higher scores indicating greater 
perceived difficulty.
	 4) Current practices in supporting decision-
making regarding discharge destinations were 
examined using 13 original items developed to 
assess practices such as repeatedly confirming 
patients’ wishes and providing support through 
interprofessional collaboration. These items were 
developed based on the Ministry of Health, La-
bour and Welfare’s 2018 Guidelines for Decision-
Making Support in Daily and Social Life for Per-
sons with Dementia 10), particularly the section 
on ensuring an appropriate decision-making pro-
cess. The 13 items measured the extent of deci-
sion-making support, such as whether patients’ 
wishes were repeatedly reconfirmed and wheth-
er interprofessional collaboration occurred. The 
13-item questionnaire was developed through a 
collaborative process involving multiple re-
searchers. First, draft items representing ward 
nurses’ practices were generated with reference 
to the guideline content. Next, researchers with 
expertise in dementia nursing reviewed the 
items for content relevance and clarity. The 
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items were then refi ned and revised to ensure 
consistency with the study objectives.

5. Methods of Analysis
Descriptive statistics were conducted using 

IBM SPSS Statistics, Version 29. For the Diffi  cul-
ty Scale, mean scores and standard deviations 
were calculated for each subscale and for all 22 
items.

6. Ethical Considerations
Nursing directors at both hospitals distributed 

explanatory documents and questionnaires to 
potential participants.

The study information sheet described the 
study’s purpose, procedures, voluntary participa-
tion, data security, information management, and 
dissemination plans. Consent was implied by the 
return of completed questionnaires. Ethical ap-
proval was granted by the Ethics Committee of 
Ishikawa Prefectural Nursing University (Kan 
Dai 2024–68–2).

Results
1. Participant Attributes
Of the 108 questionnaires distributed, 60 were 

returned with informed written consent, yielding 
a valid response rate of 55.5%.

Table 1 presents the participants’ attributes. 
Among the respondents, 53 (88.3%) were women. 
The largest age group was participants in their 
40s (n=24; 40.0%). The most common category 
for years of nursing experience was 21 years or 
more (n=27; 45.0%). Thirty-four participants 
(57.6%) reported having no family members with 
dementia, and 47 (78.3%) reported no experience 
providing home care for a person with dementia.
 2. Current Practices in Discharge Support
 The results for two items related to the diffi  -
culty of respecting patients’ wishes in discharge 
support, (1) for older adults and (2) for older 
adults with dementia, are shown in Figure 1. 
The results for item (3), which pertains to nurs-
es’ responses when patients’ and families’ prefer-
ences diff er, are shown in Figure 2. Among the 
respondents, 40.0% considered supporting pa-
tient wishes “diffi  cult” when caring for older 
adults. This percentage increased to 70.0% when 
caring for older adults with dementia (Figure 1).
 When discrepancies occurred between pa-
tients’ and families’ preferences for discharge 
destinations, the most common response was se-
lected by 47 respondents (78.3%). This response 
indicated that although patients’ wishes were re-
confi rmed, the fi nal decision often refl ected the 
family’s wishes (Figure 2). The second most 
common response (10%) indicated that family 
wishes were followed without confi rming the pa-
tient’s intentions.
 3. Perceived Diffi  culties in Providing Nursing 
Care to Older Adults with Dementia

Figure２　Responses when patientsʼ and familiesʼ preferred discharge destinations diff er

Figure１　Ward nursesʼ perceptions of 
discharge support

Although the patient’s wishes are reconfi rmed, the fi nal 
decisions often refl ect the family’s preferences

The family’s wishes are refl ected without reconfi rming the 
patient’s own wishes

The patient’s wishes are reconfi rmed, and those wishes are 
also refl ected in the fi nal transition support 

Acting from a neutral standpoint, we continue providing 
support until both parties reach full agreement

Discharge support for older 
adults

Discharge support for older 
adults with dementia

25 50

40.0％

70.0％

53.3％

30.0％

6.7％

75 100％0
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	 Table 2 presents the results outlining why 
providing discharge support that respects　the 
wishes of patients (older adults with dementia) 
can be difficult. Table 3 presents the results for 
factors contributing to prioritizing family prefer-
ences in patients with dementia.
	 Among the factors perceived as barriers to 
providing discharge support that respects the 
wishes of older adults with dementia, the most 
commonly reported factor was that cognitive de-
cline made it difficult to accurately determine 
patients’ wishes, as indicated by 42 respondents 
(70.0%). The second most common reason, re-
ported by 33 respondents (55.0%), was a prevail-
ing tendency to prioritize family decision-making 

in dementia care (Table 2).
	 Considering the reasons underlying the per-
ception that family decision-making tends to be 
prioritized for patients with dementia, 75.7% of 
respondents reported that this was because pa-
tients with dementia were perceived as unable 
to make decisions and, therefore, that decision-
making should be entrusted to the family (Table 
3).
	 Table 4 presents the mean values and stan-
dard deviations for each of the seven subscales 
of the Difficulty Scale related to perceived diffi-
culties in caring for older adults with dementia.
	 Among the seven subscales, [Managing con-
flicts that arise in the course of providing de-

Table 1 　Participant attributes� n=60

Item n ％

Gender Male 7 11.7
Female 53 88.3

Age 20s 8 13.3
30s 11 18.3
40s 24 40.0
50s 14 23.4
60s or older 3 5.0

Years of nursing experience 1-3 years 3 5.0
4-10 years 15 25.0
11-20 years 15 25.0
21 years or more 27 45.0

Presence of family or relatives with dementia Yes 25 41.7
No 35 58.3

Presence or absence of caregiving experience Yes 13 21.7
for patients with dementia receiving home-based care No 47 78.3

Table 2 　Reasons why it is difficult to provide discharge support that  
respects the wishes of the patient (older adult with dementia) (multiple responses allowed)� n=60

Item n ％

Because of cognitive impairment, it is difficult to accurately ascertain the patient’s intentions 42 70.0 

Because, in the context of dementia care, there is a cultural tendency to give greater weight to the 
family’s decisions

33 55.0 

Because levels of understanding and awareness regarding patients with dementia vary among the 
healthcare professionals and staff at the facility

20 33.3 

Because opportunities for decision-making support are limited 12 20.0 

Because time constraints make it difficult to spend sufficient time having in-depth conversations with 
the patient

1 1.6 
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Table 4 　Scores on the difficulty-of-care scale� n=60

Factor Mean ± Standard Deviation

Understanding dementia-specific pathophysiology and responding to its symptoms 3.0 ± 0.6

Managing the impact of fluctuating dementia symptoms on those around the patient 3.0 ± 0.6

Collaborating with the physicians responsible for the physical care of older adults with 
dementia

2.8 ± 0.7

Providing individualized, person-centered nursing care for older adults with dementia, 
despite time constraints

2.8 ± 0.7

Managing negative emotions that arise from working with older adults with dementia 2.6 ± 0.8

Providing comprehensive clinical judgment that includes any acute conditions coexisting 
in older adults with dementia

2.9 ± 0.6

Managing conflicts that arise in the course of providing dementia nursing care 3.2 ± 0.6

mentia nursing care] had the highest mean score 
(3.2±0.6), followed by [Understanding dementia-
specific pathophysiology and responding to its 
symptoms] (3.0±0.6). The lowest mean score 
was observed for [Managing negative emotions 
that arise from working with older adults with 
dementia] (2.6±0.8).
	 4. Current Practices in Supporting Decision-
Making Regarding Discharge Destinations 
Among Older Adults With Dementia
　The results pertaining to current practices in 
supporting decision-making regarding discharge 
destinations among older adults with dementia 
are presented in Figure 3 and Table 5.
	 Figure 3 presents survey results on decision-
making support for housing selection among old-
er adults with dementia. For the items “The 
overall situation can be understood through co-
ordinated interprofessional teamwork” and “The 

patient’s intentions are also interpreted through 
non-verbal communication,” more than half of 
the respondents reported that they were “almost 
always practicing these behaviors, either con-
sciously or unconsciously.”
	 Fewer than 10% of respondents reported en-
gaging in ACP before symptom progression. 
Twenty-two respondents (37.3%) indicated they 
were “aware of the need but unable to imple-
ment it,” while 18 respondents (30.5%) stated 
that they had “never been aware of it and had 
not implemented it.” Fewer than 20% reported 
implementing practices such as repeatedly pro-
viding explanations or reconfirming perceived 
intentions either “routinely without particular 
awareness” or “almost consistently with con-
scious awareness.”
	 Regarding interprofessional collaboration in 
discharge support, ward nurses most frequently 

Table 3 　Factors contributing to prioritizing family preferences in patients with dementia  
(multiple responses allowed)� n=33

Item n ％

Because the patient with dementia is unable to make decisions, the decision must be entrusted to the family 25 75.7

Because family preferences are more readily reflected in real-life situations 12 36.3

Because it is easier to proceed with discussions with family members 7 21.2

Because the family holds the primary decision-making authority within family relationships 4 12.1

Others 3 9.0
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Table 5 　Interprofessional collaboration in discharge support (multiple responses allowed)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　n=60

Item n ％

Professions that nurses find easy to collaborate with
　Physicians 14 23.3 
　Pharmacists 19 26.6 
　Dietitians 20 66.6 
　Social workers 49 81.6 
　Care managers 7 11.6 
　Physical therapists and occupational therapists 39 65.0 
　Others 3 5.0 
Professions that nurses find difficult to collaborate with
　Physicians 29 48.3
　Pharmacists 16 26.6
　Dietitians 4 6.6
　Social workers 0 0
　Care managers 7 11.6
　Physical therapists and occupational therapists 2 3.3
　Others 2 3.3

Figure３　Current practices in supporting decision-making regarding discharge destinations among 
older adults with dementia
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The overall situation can be 
understood through coordinated 
interprofessional teamwork
Care is provided on the premise that 
the patient has their own intentions 
and capacity to express them
Communication is maintained with 
the patient during routine daily care
The patient’s intentions are also 
interpreted through nonverbal 
communication
The patient’s preferences are 
assessed at various points in time

Explanations are given multiple 
times as needed     

ACP is initiated before the 
symptoms progress

The nurse verifies with the patient 
that the intentions the nurse has 
interpreted are correct     
Assessments are performed when 
the patient is in an optimal state of 
alertness

The care team reviews who would 
be the most suitable individual to 
implement the intervention     

The patient is understood in a holistic 
manner,  including their values, life 
history, and family relationships

identified social workers as the profession with 
whom collaboration was easiest (81.6%). In con-
trast, physicians were identified as the profes-
sion with whom collaboration was most difficult 
by 48.3% of respondents (Table 5).

Discussion
	 This study clarified ward nurses’ practices in 
providing discharge and decision-making support 
for older adults with dementia. 
	 The findings indicated that nurses collaborat-
ed with multiple professions to understand pa-
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tients’ overall conditions and to interpret pa-
tients’ intentions through non-verbal cues. 
However, nurses reported difficulties in repeat-
edly providing explanations or confirming 
whether inferred intentions accurately reflected 
patients’ own decisions. The study’s novelty lies 
in its quantitative visualization of these practices 
from the perspective of ward nurses.
	 1. Ward nurses’ practices in discharge support 
and decision-making support for older adults 
with dementia.
	 Nurses reported difficulty identifying the true 
intentions of older adults with dementia because 
of cognitive decline. This finding aligns with pre-
vious reports that dementia limits individuals’ 
ability to express preferences and values 11)and 
is consistent with international recognition of the 
complexity involved in providing decision-mak-
ing support in dementia care.
	 Regarding the actual practices of ward nurses 
in discharge support, 70% of nurses reported dif-
ficulty respecting the wishes of older adults with 
dementia, providing quantitative support for pre-
vious findings. In Japan, cultural norms often re-
sult in family preferences taking precedence 
over patients’ wishes, leading to family-driven 
decision-making. Prior research has shown that 
families do not always accurately represent pa-
tients’ values 12), and similar patterns were ob-
served in this study.
	 Regarding current practices in supporting de-
cision-making pertaining to discharge destina-
tions for the target population, the results indi-
cated that fewer than 10% of respondents 
initiated ACP before symptom progression. De-
spite international emphasis on early and ongo-
ing ACP 13) 14), these practices were not ade-
quately implemented in clinical settings.
	 Nurses paid attention to non-verbal expres-
sions of intent and collaborated with other pro-
fessionals to understand patients holistically. 
However, the processes for confirming whether 
decisions accurately reflected patients’ intentions 
were inadequate. As assessing non-verbal cues 
is crucial 15), interventions are needed to 
strengthen nurses’ ability to evaluate patients’ 
expressive capacities and support their decision-

making.
	 Regarding perceived difficulties in nursing 
care for older adults with dementia, the factor 
with the highest mean score among the seven 
factors was “Managing conflicts that arise in the 
course of providing dementia nursing care,” with 
a mean score of 3.2±0.6, indicating that nurses 
are facing ethical dilemmas. Prior research also 
reported that decision-making support involves 
ethical burden16), and this study specifically dem-
onstrated this challenge.
	 Overall, these findings indicate that nurses’ 
roles should go beyond collecting information on 
preferred discharge destinations. Nurses should 
consider values from multiple perspectives and 
establish processes that support intention forma-
tion. Support systems should help nurses inter-
pret values from various sources, such as non-
verbal responses, daily behaviors, life history, 
and past preferences. Although expressing pref-
erences becomes more challenging in dementia, 
previous research has shown that assessing non-
verbal signals is essential for understanding indi-
viduals’ intentions 15). To help nurses systemati-
cally capture these cues, education and training 
should be improved, including standardized ap-
proaches to observation and documentation.
	 Our findings show that fewer than 10% of 
nurses engaged in ACP before symptom pro-
gression, highlighting the need for structured 
ACP processes and regular training in communi-
cation and decision-support tools. To ensure fam-
ilies can effectively serve as surrogate decision-
makers, opportunities should be provided for 
them to share the values of older adults with de-
mentia, which helps minimize decisions based on 
family assumptions or concerns. Nurses should 
consider family burden and conflict and collabo-
rate with other professionals to provide psycho-
logical support. These interventions are expect-
ed to improve the quality of value-based 
decision-making and to reduce nurses’ practice-
related challenges and ethical conflicts.
	 A key strength of this study is its quantitative 
approach to visualizing ward nurses’ practices in 
discharge and decision-making support, which 
provides empirical data previously lacking in the 
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literature. While these findings offer valuable in-
sights into current nursing practices, the limita-
tions of this study should also be carefully con-
sidered. 
	 2. Study Limitations and Future Directions
	 As this study included only two facilities, the 
findings may reflect biases related to differences 
in organizational culture or interprofessional col-
laboration structures. Additionally, participants 
may have comprised those who were more will-
ing to participate, which could have led to un-
derestimation or overestimation of the actual sit-
uation.
	 Future research should develop and assess ed-
ucational programs to improve nurses’ compe-
tencies in decision-making support. Interventions 
that promote ACP, including interview guides, 
decision-support tools, and communication train-
ing, may be valuable 13).
	 Given the cultural tendency toward family-
driven decision-making, frameworks that sup-
port collaborative decision-making between older 
adults with dementia and their families are im-
portant. In addition, organizational structures 
that strengthen interprofessional collaboration, 
along with electronic systems that facilitate ACP 
documentation and ongoing review, may help 
improve practice quality.
　

Conclusion
	 This study examined how ward nurses pro-
vide discharge and decision-making support for 
older adults with dementia. Although nurses col-
laborated with multiple professions to under-
stand patients holistically and to interpret inten-
tions through non-verbal information, the 
processes for consistently confirming patients’ 
intentions and establishing systems that support 
ongoing ACP were insufficient.
	 Among the participants, 70% reported difficul-
ty respecting the wishes of older adults with de-
mentia, while fewer than 20% routinely provided 
repeated explanations or reconfirmed patients’ 
intentions. The most common barriers were cog-
nitive decline, which made it difficult to deter-
mine patients’ wishes (70%), and a tendency to 
prioritize family decision-making (55%). 

	 These findings indicate that nurses should go 
beyond collecting information on discharge pref-
erences and instead examine patients’ values 
from multiple perspectives while developing pro-
cesses that support patients in forming their in-
tentions. To address these challenges, enhanced 
education and training for nurses in interpreting 
non-verbal cues and implementing ACP, togeth-
er with the development of systematic processes 
for ongoing ACP, are needed. Strengthening in-
terprofessional collaboration and providing struc-
tured opportunities for families to share and un-
derstand the values of older adults with 
dementia are recommended. This study was lim-
ited to two facilities, which may affect the gener-
alizability of the findings. Future research should 
focus on developing and evaluating educational 
programs and interventions that promote ACP 
and collaborative decision-making across diverse 
clinical settings.
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病棟看護師による認知症高齢者の退院支援と意思決定支援の実践状況

近藤　考朗，大橋　史弥，中道　淳子

石川県立看護大学
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要　　旨

【目的】高齢化の進行により認知症高齢者が増加する中、退院時の意思決定支援は重要な課題となってい
る。退院時には意思決定が求められるが、家族主導の意思決定が適切な支援の妨げとなっている。
本研究は、認知症高齢者に対する退院・意思決定支援において、病棟看護師が行っている実践の
現状を明らかにすることを目的とした。

【方法】 2 病院に勤務する病棟看護師を対象に、認知症高齢者への退院・意思決定支援に関する実践状況
および認識について、自己記入式質問紙による横断調査を実施した。

【結果】60名から有効回答を得た（55.5％）。半数以上の者が多職種と協働し、非言語的サインを手がか
りに支援していると回答した。一方、約70％の者が本人の意思尊重に困難を感じており、説明の
反復や意向の再確認を行っている者は20％未満であった。

【結論】病棟看護師は単に退院先の希望を聞き取るだけでなく、認知症高齢者の価値観や意向を多角的に
探索し支援する必要があることが示唆された。そのためには、専門職間連携の促進、そして継続
的なアドバンス・ケア・プランニング（ACP）を可能とする体制づくりが求められる。
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研 究 報 告

血液透析患者におけるかゆみの実態と性別・年齢による傾向
― 5 -D Itch Scale日本語版を用いた　　　　

　　　日常生活への影響の横断的分析―
Actual conditions of pruritus in hemodialysis patients and trends by sex 

and age : A cross-sectional analysis of Impact on Daily Life using the 
Japanese version of the 5-D Itch Scale

中山　和美

Kazumi Nakayama

関西国際大学保健医療学部看護学科

Kansai University of International Studies, Faculty of Health and Medical Sciences, Department of Nursing
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関西国際大学 保健医療学部看護学科　
〒673-0521　兵庫県三木市志染町青山 1 −18

要　　旨

　本研究は、血液透析患者のかゆみの実態を把握し、性別および年齢による傾向を明らかにすることを目
的として、 5 -D Itch Scale日本語版を用いた横断的調査を実施した。関西地区の 2 施設において、週 3 回
の外来血液透析を受ける患者54名を対象に自記式質問紙を配布・回収し、「かゆみの持続」、「かゆみの程度」、
「かゆみの傾向」、「かゆみによる悪影響」（「睡眠」、「余暇・社会的活動」、「家事・雑用」、「仕事・学業」）、
「かゆみの分布」について分析した。結果、本研究においても研究参加者の24.1％がかゆみなしと回答し
ていたことから70%以上の血液透析患者がかゆみを自覚していた。特に背中（46.3％）、前腕（31.5％）、
すね（25.9％）など乾燥や摩擦の影響を受けやすい部位に多かった。性別と総スコアに有意差は認められ
なかったが、「仕事・学業」への影響において男性が高い傾向を示し、有意な差が認められた（p=.049）。
年齢と「かゆみの程度」に関しては、統計的有意差はなかったものの、有意水準.10において差の傾向が
みられ、特に60歳代でやや高い傾向が認められた。
　かゆみの部位別・性別の特徴を踏まえた看護アセスメントの検討に資する基礎的知見を提供する。

看護実践学会誌　　Journal of Society of Nursing Practice, Vol.38, No.1, pp.24〜32， 2026
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はじめに
　日本透析医学会は、2015年の統計調査において、
老年期の透析患者の増加および透析歴10年以上の
患者（27.5％）の増加を報告している 1 )。透析患
者の高齢化および透析治療の長期化は、腎性骨症、
異所性石灰化、腎性貧血、透析アミロイドーシス
などの合併症の発症リスクを高めることが知られ
ている。これらの病態に伴い全身のかゆみが生じ
やすくなるとされており、特にかゆみは血液透析
患者のQuality of Life（QOL）を低下させる重要
な問題である 2 )。
　国際的な調査では、日本を含む12カ国において
40％以上の血液透析患者がかゆみを自覚していた
と報告されている 3 )。日本国内でも、新潟県内41
施設での調査において72.9％、東海地区17施設に
おける調査では66.9％の血液透析患者がかゆみを
訴えており、夜間の睡眠障害や日中の活動低下を
招き、QOLに影響していることが明らかにされ
ている 4 ) 5 )。
　血液透析患者のかゆみに対する治療においては、
ナルフラフィン塩酸塩が中枢性のかゆみに有効で
あることが示されている 5 ) 6 )。看護介入としては、
皮膚の乾燥に起因する末梢性のかゆみに対し、ベ
ビーオイル塗布が有効であると報告されている7 )。
　かゆみ介入研究の評価指標としては、VAS（Visual 
Analog Scale、以下VAS）5 ) 8 )、白取の重症度基
準 5 ) 8 )、ISS（Itching Severity Scale、以下ISS）7 ) 

などが用いられている。 これらの中でも、VAS
は最も広く使用されており、痛みだけでなく、か
ゆみなど多様な症状評価に臨床的に活用されてい
る。
　しかし、VASは直線上に印をつける単純な形
式であるため、繰り返し使用することで患者が前
回の回答位置を想起し、それに合わせて回答して
しまう記憶バイアスが生じる可能性が指摘されて
いる。また、症状の微細な変化が反映されにくく、
回答が固定化するという問題も報告されている9 )10)。 
このことから、 かゆみをVASのみで表現するに
は限界があるといえる。実際、看護介入研究では、
かゆみが生活に及ぼす影響を把握するため、最新
修正版ISSやSF-36生活の質尺度を併用している例
がみられる 7 )。すなわち、かゆみの多面的側面を
包括的に捉える単一の尺度が存在しなかったため、
研究では複数の評価指標を用いて測定する必要が
あった。
　 5 -D itch scaleは、2009年に米国のElmanが開
発した、かゆみを多面的に評価する尺度である。

本研究では、この尺度を江畑による日本語版（ 5 -D 
Itch Scale 日本語版）を使用して調査を行った。
　 5 -D Itch Scaleは、「かゆみの持続」「かゆみの
程度」「かゆみの傾向」「かゆみによる悪影響」「か
ゆみの分布」 の 5 項目から構成され、VASでは
表現しきれないかゆみの多面的側面を包括的かつ
構造的に評価できる。信頼性と妥当性はElmanら
により検証されており10)、国際的にも利用が広が
っている。日本では江畑らが成人アトピー性皮膚
炎患者を対象に内的整合性と信頼性を報告してい
る11)。さらに、血液透析患者を対象とした研究で
も、内的整合性および構成概念妥当性が報告され
ており10)、血液透析患者のかゆみ評価においても
一定の信頼性が示されている。
　しかし、国内の血液透析患者を対象とした 5 -D 
Itch Scaleの報告は少なく、性別や年齢によるか
ゆみの傾向分析も十分におこなわれていない。血
液透析患者のかゆみは、加齢に伴う皮膚バリア機
能の低下や性差に関連する皮脂量・水分保持能の
違いが影響する可能性があることから、個別性に
応じた看護援助を構築するには、年齢や性別に着
目した傾向分析が重要である。また、多面的評価
尺度である 5 -D Itch Scaleを用いることで、かゆ
みが生活に与える影響を包括的に把握でき、
QOL向上を目指した看護実践に資する知見をも
たらすと考える。
　本研究で用いたデータの一部は既報12)において
かゆみスケールの信頼性の視点から報告されてい
るが、日常生活への影響に焦点を当てた分析はお
こなわれていない。本研究は、日常生活への影響
を明らかにする点に独自性がある。また、本研究
データは約10年前に収集されたものであるが、近
年増加している高齢血液透析患者における皮膚症
状の課題を再検討する上で有用な資料と位置づけ
られ、改めて分析を行う意義があると判断した。
　本研究では、「 5 -D Itch Scale 日本語版」を用
いて血液透析患者のかゆみの実態を明らかにする
とともに、性別および年齢による傾向を横断的に
分析することを目的とする。また、本研究から得
られる結果を基に、年齢層や性別ごとのかゆみの
傾向を把握し、今後の看護介入の検討に向けた基
礎資料とする。

研究方法
　 １ ．研究デザイン
　無記名自記式質問紙法による横断的実態調査
　 ２ ．対象者
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　関西地区の外来血液透析治療を行っているクリ
ニック 2 施設で実施した。研究対象者の選定基準
は外来血液透析を週 3 回受けている者、血液透析
歴 1 年以上の者で、研究に同意が得られた者とし
た。また、除外基準は認知症、精神疾患により自
ら判断し記載することが困難である者とした。
　 ３ ．データ収集期間
　2016年 9 月29日～2016年12月24日
　 ４ ．調査方法
　 5 -D Itch Scale日本語版を用いた。
　 ５ ．データ収集方法
　血液透析後に無記名自記式質問紙を研究者が配
布し、その場で記載していただき回収した。
　 ６ ．調査内容
　 １ ）基本属性
　本研究は、血液透析患者におけるかゆみの性差
および年齢差を記述的に把握することを目的とし
ており、調査項目は年齢および性別とした。
　 ２ ）血液透析のかゆみのアンケート「 5 -D itch 
scale日本語版」
　本研究で使用した「 5 -D Itch Scale日本語版」は、
翻訳者である江畑俊哉氏より事前に使用承諾を得
たうえで使用した。
　各項目（「かゆみの持続」「かゆみの程度」「か
ゆみの傾向」「かゆみによる悪影響」「かゆみの分
布」）は 5 件法で回答を求め、その得点を合算し
て総スコアを算出した。
　 ７ ．分析方法
　 １ ）基本属性
　基本統計を用いて単純集計をおこなった。
　 ２ ） 血液透析のかゆみのアンケート「 5 -D 
Itch Scale日本語版」
　総スコアは性別および年代との関連を検討する
ため、Mann-Whitney U検定およびKruskal-
Wallis検定で分析した。
　 ３ ）性別とかゆみ
　性別と各項目（「かゆみの持続」「かゆみの程度」
「かゆみの傾向」「かゆみによる悪影響」「かゆみ
の分布」）との関係はMann-Whitney U検定で分
析した。
　 ４ ）年齢とかゆみ
　年齢群と各項目（「かゆみの持続」「かゆみの程
度」「かゆみの傾向」「かゆみによる悪影響」「か
ゆみの分布」）との関係はKruskal-Wallis検定で分
析した。
　統計解析はSPSS Statistics Version29で実施し、
有意水準は.05とし、有意水準.10を傾向とした。

　 ８ ．倫理的配慮
　本研究ついての文書を用いて口頭で説明をし、
また本研究への協力は医療機関との関連はなく自
由意思であることを説明した。研究同意書への署
名により本研究に対する同意とした。関西看護医
療大学の倫理委員会（承認番号62）において承認
後に調査を行なった。
	

結　　果
 研究対象条件を満たす血液透析患者のうち研究
参加に同意を得た64名にアンケート調査を実施し
た。回答漏れを除外し、54名（有効回答率84.3％）
を分析対象とした。基本属性を表 1 に示す。「 5 -D 
Itch Scale日本語版」の各項目の回答分布は表 3
に示す。なお、表 3 では各選択肢を選んだ対象者
数（ｎ）を示した。
　 １ ．基本属性（表 1 ）
　研究参加者の性別は、女性14名、男性40名であ
った。
 

２ ．血液透析のかゆみのアンケート「 5 -D itch 
scale日本語版」（表 2 ）
　 １ ）かゆみの持続
　「 6 時間未満/日」と回答した者が45名（83.3%）
と最も多かった。「 6 〜12時間/日」は 4 名（7.4%）、
「12〜18時間/日」は 2 名（3.7%）、「 1 日中かゆ
みがある」は 3 名（5.6%）であり、長時間にわた
りかゆみを自覚する対象者も一定数認められた。
　 ２ ）かゆみの程度
　「軽度」と回答した者が24名（44.5%）と最も
多く、次いで「中等度」14名（25.9%）、「なし」
13名（24.1%）であった。「重度」1 名（1.8%）、「耐
えられない」 2 名（3.7%）であり少数であった。
　 ３ ）かゆみの傾向
　「変わらない」と回答した者が22名（40.8%）

表 1 　基本属性� n=54

属性 区分
性別 男性 女性

n % n %

対象者 40 74.1 14 25.9

40歳代 3 5.5 1 1.9

50歳代 5 9.3 2 3.7

60歳代 13 24.1 3 5.5

70歳代 12 22.2 5 9.3

80歳代 7 13.0 3 5.5
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と最も多かった。 次に「完全に治った」 が13名
（24.1%）、「大いによくなったがまだかゆみがある」
10名（18.5%）であった。一方で、「悪化している」
が 1 名（1.8%）であった。
　 ４ ）かゆみによる悪影響
　⑴　睡眠
　「全く影響なし」と回答した者が38名（70.4%）
と最も多かった。「時々寝つきが悪くなる」とし
た者は11名（20.4%）であり、「寝つきが悪くなり、
時々途中で目が覚める」は 4 名（7.4%）、「寝つき
が悪くなり、しばしば途中で目が覚める」は 1 名
（1.8%）であった。
　⑵　余暇・社会的活動
　「影響なし」と回答した者が42名（77.8%）と
最も多かった。「稀に影響を与える」が 4 名（7.4%）、
「時々影響を与える」が 6 名（11.1%）であり、
かゆみによる社会的活動への影響は限定的であっ
た。また、「この質問は私には当てはまらない」
と回答した人は 2 名（3.7%）であった。
　⑶　家事・雑用
　「影響なし」と回答した者が42名（77.8%）で、
「稀に影響を与える」は 5 名（9.3％）であった。
多くの対象者においてかゆみによる影響は少なか
った。
　⑷　仕事・学業
　「影響なし」と回答した者が32名（59.3%）で
あり、「稀に影響を与える」 6 名（11.1%）、「時々
影響を与える」 2 名（3.7%）、「しばしば影響を与
える」 1 名（1.8%）であった。「この質問は私に
は当てはまらない」とした者は13名（24.1%）で
あった。
　 ５ ）かゆみの分布部位
　部位別のかゆみの出現頻度では、背中（46.3%）、
前腕（31.5%）、すね（25.9%）、ふともも（22.2%）
の順に多かった。一方、手のひら（1.9%）、手の
甲/手指（1.9%）、足の裏（0.0%）は低頻度であっ
た。比較的広範囲にわたる分布が認められたが、
衣類の摩擦や乾燥の影響を受けやすい部位が多か
った。
　 ３ ．性別とかゆみ（表 3 ）
　総スコアは、「 5 -D Itch Scale日本語版」の点
数化方法に従って算出した連続変数であり、表 3
の人数データとは別に算出したものである。また、
ノンパラメトリック検定を用いた群間比較の精度
を高めるため、性別および年代別の総スコアにつ
いて、中央値（四分位範囲）を併せて示した。
　総スコアは、 男性で中央値9.0、 女性で中央値

表 ２ 　血液透析のかゆみのアンケート
　 　「 5 -D itch scale日本語版」
項目 n %
1 ）かゆみの持続（ 5 項目）

6 時間未満/日
6 -12時間/日
12-18時間/日
18-23時間/日
1 日中

45
4
2
0
3

83.3
7.4
3.7
0.0
5.6

2 ）かゆみの程度（ 5 項目）
なし
軽度
中等度
重度
耐えられない

13
24
14
1
2

24.1
44.5
25.9
1.8
3.7

3 ）かゆみの傾向（ 5 項目）
完全に治った
大いによくなったがまだかゆみがある
少し良くなったがまだかゆみがある
変わらない
悪化している

13
10
8

22
1

24.1
18.5
14.8
40.8
1.8

4 ）かゆみによる悪影響
⑴　睡眠（ 5 項目）

全く影響なし
時々寝つきが悪くなる
しばしば寝つきが悪くなる
寝つきが悪くなり、 
時々途中で目が覚める
寝つきが悪くなり、 
しばしば途中で目が覚める

38
11
0
4

1

70.4
20.4
0.0
7.4

1.8

⑵　余暇・社会的活動（ 6 項目）
影響なし
稀に影響を与える
時々影響を与える
しばしば影響を与える
いつも影響を与える
この質問は私には当てはまらない

42
4
6
0
0
2

77.8
7.4

11.1
0.0
0.0
3.7

⑶　家事・雑用（ 6 項目）
影響なし
稀に影響を与える
時々影響を与える
しばしば影響を与える
いつも影響を与える
この質問は私には当てはまらない

42
5
1
1
0
5

77.8
9.3
1.8
1.8
0.0
9.3

⑷　仕事・学業（ 6 項目）
影響なし
稀に影響を与える
時々影響を与える
しばしば影響を与える
いつも影響を与える
この質問は私には当てはまらない

32
6
2
1
0

13

59.3
11.1
3.7
1.8
0.0

24.1
5 ）かゆみの分布（16項目）　複数回答可

頭/頭皮
顔
胸
腹部
背中
おしり
ふともも
すね
足の甲/あしゆび
足の裏
手のひら
手の甲/手指
前腕（肘から下の部分の腕）
上腕（肘から肩の部分の腕）
服の触れる部位（例：ウエストバンド、
下着）
股

9
7
3
5

25
4

12
14
2
0
1
1

17
10
8

4

16.7
13.0
3.7
9.3

46.3
7.4

22.2
25.9
3.7
0.0
1.9
1.9

31.5
18.5
14.8

7.4
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表 ３ 　性別とかゆみ
項目 男性 女性

中央値（IQR） 9.0（7.0 ‐ 12.5） 8.5（6.0 ‐ 10.0） U値 p値
n=40 % n=14 %

総スコア 220.5 .236

1 ）かゆみの持続（ 5 項目）
　⑴ 6 時間未満/日
　⑵ 6 -12時間/日
　⑶ 12-18時間/日
　⑷ 18-23時間/日
　⑸ 1 日中

31
4
2
0
3

57.2
7.4
3.7
0.0
5.6

14
0
0
0
0

26.1
0.0
0.0
0.0
0.0

217.0 .055 †

2 ）かゆみの程度
　⑴ なし
　⑵ 軽度
　⑶ 中等度
　⑷ 重度
　⑸ 耐えられない

8
18
11
1
2

14.8
33.4
20.4
1.9
3.7

5
6
3
0
0

9.3
11.1
5.6

0
0

216.5 .182

3 ）かゆみの傾向
　⑴ 完全に治った
　⑵ 大いによくなったがまだかゆみがある
　⑶ 少し良くなったがまだかゆみがある
　⑷ 変わらない
　⑸ 悪化している

10
6
7

17
0

18.5
11.1
13.0
31.3
0.0

3
4
1
5
1

5.6
7.4
1.9
9.3
1.9

284.0 .934

4 ）かゆみによる悪影響
　⑴ 睡眠
　　① 全く影響なし
　　② 時々寝つきが悪くなる
　　③ しばしば寝つきが悪くなる
　　④ 寝つきが悪くなり、時々途中で目が覚める
　　⑤ 寝つきが悪くなり、しばしば途中で目が覚める

26
9
0
4
1

48.1
16.7
0.0
7.4
1.9

12
2
0
0
0

22.2
3.7
0.0
0.0
0.0

217.0 .121

　⑵ 余暇・社会的活動
　　① 影響なし
　　② 稀に影響を与える
　　③ 時々影響を与える
　　④ しばしば影響を与える
　　⑤ いつも影響を与える
　　（‡）この質問は私には当てはまらない

30
4
5
0
0
1

55.4
7.4
9.3
0.0
0.0
1.9

12
0
1
0
0
1

22.2
0.0
1.9
0.0
0.0
1.9

230.0 .174

　⑶ 家事・雑用
　　① 影響なし
　　② 稀に影響を与える
　　③ 時々影響を与える
　　④ しばしば影響を与える
　　⑤ いつも影響を与える
　　（‡）この質問は私には当てはまらない

31
3
1
1
0
4

57.2
5.6
1.9
1.9
0.0
7.4

11
2
0
0
0
6

20.4
3.7
0.0
0.0
0.0
1.9

289.5 .796

　⑷ 仕事・学業
　　① 影響なし
　　② 稀に影響を与える
　　③ 時々影響を与える
　　④ しばしば影響を与える
　　⑤ いつも影響を与える
　　（‡）この質問は私には当てはまらない

25
5
2
1
0
7

46.1
9.3
3.7
1.9
0.0

13.0

7
1
0
0
0
6

13.0
1.9
0.0
0.0
0.0

11.1

192.0 .049 ＊

注）表中の数値は各回答選択肢に該当した人数（n）を示す。
 * p<.05（Mann-WhitneyのU検定）
†p<.10（Mann-WhitneyのU検定）
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8.5であり、 性別間の比較では有意差は認められ
なかった。「仕事・学業」では性別間に有意差が
認められた（ p=.049）。男性の方が女性よりも「仕
事・学業」におけるかゆみの悪影響スコアが高か
った。一方、「かゆみの持続」では有意差は認め
られなかったものの（ p=.055）、有意水準.05に近
い値であり、性別差の傾向が示唆された。
　 ４ ．年齢とかゆみ（表 ４ ）
　年齢と「 5 -D Itch Scale日本語版」の総スコア
の比較では、統計的に有意な差は認められなかっ
た（ p=.352）。
　年代別の項目比較では、「かゆみの程度」にお
いて有意な差は認められなかった（ p=.093）もの 
の、有意水準.10では差がある傾向がみられた。
 この結果は、年代によってかゆみの程度に一定
の違いがある可能性を示唆するが、明確な差を示
すにはさらなる検討が必要である。

考　　察
　 １ ．基本属性
　本研究の年齢・性別構成は全国統計と大きく乖
離しておらず、サンプルは血液透析患者の一般的
な人口構造を概ね反映していると考えられる。日
本透析医学会（2024）によれば、血液透析患者は
男性221,604名、女性109,435名であり、男性が女
性より多い傾向が示されている13)。本研究におい
ても男性が40名、女性が14名となり、全国統計と
同様の傾向を示した。
　さらに、全国統計では男女ともに65～69歳が最
も多い年代とされており、本研究の研究参加者で
も60歳代が最も多かった点で一致がみられた。し
たがって、本研究のサンプルは全国の血液透析患
者の人口構造と概ね整合しており、一定の妥当性
を有するといえる。
　 ２ ．血液透析のかゆみのアンケート「 5 -D itch 
scale日本語版」
　山田ら（2012）の調査では、血液透析導入後に
かゆみに悩んだ患者は66.9％であった。 また、
Naritaら（2006）の追試研究では、血液透析患者
の72.9%がかゆみを感じていることが示されている。
本研究においても研究参加者の24.1％がかゆみな
しと回答していたことから、70%以上がかゆみを
感じていたことがわかる。これは先行研究と同様
の傾向であった。
　また、「軽度」や「中等度」と回答した者が多く、
日常生活に支障をきたすほどの強いかゆみを訴え
る者は少数であった。野原ら14)は血液透析患者の

皮膚水分量の低下が乾燥性掻痒につながることを
報告しており、本研究で「背中」「前腕」「すね」
など乾燥しやすい部位にかゆみが多かったことは
この知見を支持する。これらの結果は、血液透析
患者におけるスキンケアや保湿指導の重要性を示
唆するものである。
　 ３ ．性別とかゆみ
　本研究では、「 5 -D Itch Scale日本語版」の点
数化方法に従い算出した総スコアを用いて性別間
の比較を行った。その結果、総スコアには有意差
は認められなかった（ p=.236）。一方、項目別の
比較では「仕事・学業」において有意差が認めら
れ（ p=.049）、男性のスコアが女性より高かった。
　群間比較における代表値を明示するため性別別
の中央値および四分位範囲を算出したところ、男
性は中央値9.0（7.0−12.5）、女性は中央値8.5（6.0
−10.0）であった。これらの結果から、男性のス
コアは女性より分布の広がりが大きく、かゆみに
よる日常活動への影響の受け方がより多様である
可能性が示唆された。
　「仕事・学業」項目で男性のスコアが高かった
理由として、男性血液透析患者が就労や日常活動
においてかゆみの影響を受けやすいことが考えら
れる。皮膚特性の観点では、野原ら14)は男女間の
皮膚水分量に差はないと報告している。一方、鈴
木ら15)は男性の皮膚では水分保持力やバリア機能
が低下しやすいと指摘している。さらに、福田ら16) 

は女性では更年期によるエストロゲン低下が乾燥
に影響することを述べており、性差に基づく皮膚
環境の違いが一定の影響を持つ可能性がある。
　加えて、男性血液透析患者は就労率が高い傾向
があり、日中の活動量が多いことから、かゆみに
よる「労働・活動性」の低下が表れやすい社会的
背景も考えられる。これらを踏まえると、男性で
はかゆみが日常生活や仕事に及ぼす影響が顕在化
しやすい集団であり、活動性に焦点を当てた看護
支援が重要であるといえる。この研究結果から男
性の方が仕事や学業への影響がやや大きいことが
示唆された。
　また、「かゆみの持続」については、有意差は
認められなかったものの（ p=.055）、差の傾向が
みられ、特に60歳代でやや高い傾向が認められた。
性別間で差が生じる傾向が示された。方向性とし
ては男性のほうがやや持続時間が長い可能性も示
唆されるが、統計学的には確定的ではなく慎重な
解釈が必要である。今後は対象者数を増やし、生
活習慣・皮膚状態・就労状況などの背景要因を統
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表 ４ 　年齢とかゆみ
項目 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代 80歳代

k値 p値中央値（IQR） 7.0（5.25-10.25）9.0（7.00-10.00）10.0（8.25-11.00）8.0（5.50-11.00）9.5（7.25-15.00）
n= 4 % n= 7 % n=16 % n=17 % n=10 %

総スコア 4.421 .352

1 ）かゆみの持続（ 5 項目） 5.471 .242
　⑴ 6 時間未満/日 4 7.4 7 13.0 12 22.2 16 29.4 6 11.1
　⑵ 6 -12時間/日 3 5.6 1 1.9
　⑶ 12-18時間/日 2 3.7
　⑷ 18-23時間/日
　⑸ 1 日中 1 1.9 1 1.9 1 1.9

2 ）かゆみの程度 7.950 .093†

　⑴ なし 2 3.7 1 1.9 2 3.7 6 11.1 2 3.7
　⑵ 軽度 2 3.7 6 11.1 8 14.5 5 9.3 3 5.6
　⑶ 中等度 5 9.3 6 11.1 3 5.6
　⑷ 重度 1 1.9
　⑸ 耐えられない 1 1.9 1 1.9

3 ）かゆみの傾向 3.411 .492
　⑴ 完全に治った 2 3.7 1 1.9 3 5.6 5 9.3 2 3.7
　⑵ 大いによくなったがまだかゆみがある 1 1.9 1 1.9 6 11.1 2 3.7
　⑶ 少し良くなったがまだかゆみがある 2 3.7 2 3.7 1 1.9 3 5.6
　⑷ 変わらない 2 3.7 3 5.6 10 18.1 4 7.4 3 5.6
　⑸ 悪化している 1 1.9

4 ）かゆみによる悪影響 2.769 .597
　⑴ 睡眠
　　① 全く影響なし 4 7.4 5 9.3 10 18.1 13 24.3 6 11.1
　　② 時々寝つきが悪くなる 2 3.7 5 9.3 2 3.7 2 3.7
　　③しばしば寝つきが悪くなる
　　④寝つきが悪くなり、時々途中で目が覚める 1 1.9 1 1.9 2 3.7
　　⑤ 寝つきが悪くなり、しばしば途中で目が覚める 1 1.9

　⑵ 余暇・社会的活動 3.329 .504
　　① 影響なし 4 7.4 5 9.3 10 18.1 16 29.7 7 13.0
　　② 稀に影響を与える 1 1.9 3 5.6
　　③ 時々影響を与える 1 1.9 1 1.9 1 1.9 3 5.6
　　④ しばしば影響を与える
　　⑤ いつも影響を与える
　   （‡）この質問は私には当てはまらない 2 3.7

　⑶ 家事・雑用 .626 .960
　　① 影響なし 4 7.4 6 7.4 11 19.9 13 24.3 8 14.8
　　② 稀に影響を与える 3 5.6 1 1.9 1 1.9
　　③ 時々影響を与える 1 1.9
　　④ しばしば影響を与える 1 1.9
　　⑤ いつも影響を与える
 　（‡）この質問は私には当てはまらない 2 3.7 2 3.7 1 1.9

　⑷ 仕事・学業 3.128 .537
　　① 影響なし 4 7.4 4 7.4 9 16.7 11 19.9 4 7.4
　　② 稀に影響を与える 1 1.9 3 5.6 1 1.9 1 1.9
　　③ 時々影響を与える 1 1.9 1 1.9
　　④ しばしば影響を与える 1 1.9
　　⑤ いつも影響を与える
 　（‡）この質問は私には当てはまらない 1 1.9 3 5.6 5 9.3 4 7.4

†p<.10（Kruskal-Wallisの検定）
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合して、性別によるかゆみの体験の違いをより明
確にする必要がある。
　 ４ ．年齢とかゆみ
　年代間で「 5 -D Itch Scale日本語版」の総スコ
アに有意な差は認められなかった（ p=.352）。また、
「かゆみの程度」においては、有意差は認められ
なかったが（ p=.093）、有意水準.10では差がある
傾向がみられた。
　本研究では年代による明確な差は確認されなか
ったが、主観的なかゆみ経験は、皮膚の乾燥、治
療歴、生活習慣、心理状態、日中活動量など、年
齢以外の多様な要因の影響を受けることが知られ
ている。そのため、単に年齢のみでかゆみの程度
を説明することは難しく、各年代における主観的
かゆみ体験の多様性そのものが、本研究で得られ
た重要な知見であるといえる。
　今後は、年齢層ごとの生活背景や皮膚状態の違
いも踏まえた、より詳細な分析が求められる。ま
た、本研究のサンプルは全国統計と大きく乖離し
ておらず、地域性を考慮しつつも一定の一般化可
能性を有していると考えられた。さらに、性別や
年齢によって一部の項目で影響の差異が示唆され
たことから、かゆみを評価し看護介入を検討する
際には、患者背景を踏まえた個別的アセスメント
が重要である。

今後の課題
　本調査では血液透析歴の収集は行っていなかっ
た。したがって、血液透析歴を含む患者背景を考
慮したさらなる検討が今後の課題である。年齢だ
けでなく、皮膚状態、生活習慣、心理的要因など、
かゆみに関連する多面的な因子を総合的に評価す
ることが必要である。また、対象者数を増やした
大規模研究を実施し、年代ごとの特徴や個別性を
より精緻に把握することで、かゆみに対する効果
的な看護介入の構築につながると考えられる。さ
らに、本研究で示唆された性別による特徴、とく
に男性患者における生活や活動性への影響に着目
した看護支援のあり方について検討することも今
後の課題である。

研究の限界
　本研究は特定の地域における中規模血液透析施
設を対象としているため、地域性の影響を完全に
排除することはできず、結果の一般化には慎重で
ある必要がある。ただし、対象者の人口構造は全
国動向と大きな偏りはなく、臨床的示唆を導くう

えで一定の意義を有すると考えられる。また、本
研究では血液透析歴に関する情報を収集していな
いため、血液透析治療の長期化がかゆみに及ぼす
影響を検討することができなかった点は限界であ
る。さらに、保湿ケアの実施状況や外用薬・内服
薬の使用状況など、かゆみに対する介入内容を調
査していない。これらはかゆみの強さや分布に影
響する可能性があるため、これらを測定できてい
ない点も本研究の限界である。
　本研究では、性別・年代別の比較を行ったが、
各群のサンプルサイズに偏りや少数性があるため、
結果の解釈には限界がある。今後は、各群のサン
プル数を確保した検討が望まれる。
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要　　旨

目的：青年期の大学生の子宮頸がんに対する認識と知識との関連を明らかにする。
方法： 4 年制大学に在籍する学生に無記名自記式Web調査を行い、属性・がん教育の有無・知識と認識

の関連を解析した。
結果：分析対象は285人（女性214人、男性71人）、医療系学部141人、非医療系学部144人であった。約 ６

割が子宮頸がんの情報をSNSから得ており、「子宮頸がんは不特定多数の人との性交渉で罹患する」
や「子宮頸がんの罹患を他のがんよりも周囲に言いづらい」という認識を持っていた。これらの認
識は、医療系学部、がん教育の受講、罹患の原因が性交渉であることの知識がある対象の方が強か
った。

考察：子宮頸がんの原因に関する部分的な知識が子宮頸がんの認識に影響している可能性がある。学校教
育に加えて広く若年層が閲覧するSNSの活用や親世代への正確な情報提供が求められる。
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はじめに
　本邦の子宮頸がんの年間罹患数は約11,000人で、
年間死亡数は約2,900人である 1 ）。 子宮頸がんの
好発年齢は30～40代で、近年20～30代の発症率が
増加傾向にある 2 ）。⼦宮頸がんのヒトパピローマ
ウイルス（HPV：human papillomavirus 以下、
HPV）の推定寄与率は95%以上であり 3 ）、⼦宮頸
がんの95％以上は⼦宮頸部のHPVの持続的な感
染が原因である 4 ）。女性の25%以上が性行為を開
始してから 1 年以内にHPVに感染し 5 ）、 性交渉
の経験がある70歳までの女性のHPVの感染確率
は84.6％ 6 ）と報告されている。 
　子宮頸がんの予防には、HPVワクチンの接種
が有効であり 7 ）、本邦では2013年に12～16歳を対
象としたHPVワクチンの定期接種が開始された。
これに伴い、子宮頸がんと性交渉との関連が社会
において認識され、この影響により、子宮頸がん
の罹患者は「性交渉の回数が多い」、「性交渉の経
験人数が多い」などの誤情報が出回っている。先
行研究では、子宮頸がんの罹患原因が性感染症で
あると知った人は、子宮頸がんの女性に対して道
徳的嫌悪感を抱き、汚い、不快にさせる、不誠実、
賢明でないと認識することが報告されている 8 ）。
さらに、子宮頸部前がん病変と診断された女性は、
【性感染症患者という非難】【偏った性交経験へ
のレッテル】【自己責任と認識されることへの羞
恥心】【過去の行いに対する後悔の念】の偏見を
経験し 9 ）、【子宮頸がんへの偏見に怯え、 他者と
距離を置く】10）ことから【他者との関わりを避け
コミュニティから孤立】や【病名公表の躊躇によ
る受診行動の妨げ】があると報告されている 9 ）。
若年子宮頸がん患者は、『複数の男性と性的関係
を持ってきたふしだらな女性という自分への評価』
や、『遊んでいる女という偏見』への怯えにより、
「誰にも言えない」という思いを抱えていると報
告されている11）。このように、子宮頸がんの罹患
者には、がんによる身体的苦痛に加え、周囲の偏
見による精神的・社会的な苦痛が生じている。
　また、女性の23%ががんの偏見を抱いており、
がんの偏見のある女性は、偏見のない女性と比較
して子宮がん検診の受検率が低かったとの報告も
ある12）。看護系大学生の子宮がん検診の受診を阻
害する因子として「婦人科を受診するのが恥ずか
しい」「検査の体勢が恥ずかしい」「検診を受ける
ことを知られたくない」「性感染症への偏見があ
るから」を挙げており13）、21～24歳の医療系・非
医療系の学生の約半数が子宮がん検診を受けるの

が恥ずかしいと回答している14）。このことから、
子宮頸がんに対する偏見は、受検率にも影響し、
子宮頸がんの早期発見を妨げる誘因となる可能性
がある。
　しかし、若年世代を対象とした研究は、子宮頸
がんの知識と予防行動の関連について調査したも
の14−17） が多く、青年期の男女の子宮頸がんの罹
患に対する認識の実態や、罹患原因の知識の有無
による違いを明らかにした研究はない。青年期に
ある男女がもつ子宮頸がんに対する認識と知識と
の関係を知ることは、子宮頸がんの罹患率が増加
しはじめる時期にある若年層にとって効果的なが
ん教育を検討する資料となる。ひいては、子宮頸
がん検診の受診率の向上や、子宮頸がん罹患者の
精神的苦痛の減少につながると考える。
　本研究の目的は、子宮頸がん罹患者が増加しは
じめる時期である青年期にある 4 年制大学の学生
の子宮頸がんに対する認識の実態を明らかにする
こと、および、医学教育・がん教育の有無、子宮
頸がんの感染経路の知識の有無による認識の違い
を明らかにすることである。​

方　　法
　 1 ．研究デザイン
　横断型実態調査研究
　 ２ ．用語の操作的定義
　本研究において、「認識」を「子宮頸がんの罹
患に対する理解の仕方や捉え方」と定義した。ま
た、「子宮頸がんの偏った認識」を「子宮頸がん
の罹患に対して、客観的な根拠なしに抱かれる非
好意的な先入観や判断」と定義した。
　 3 ．調査期間
　研究期間：2024年 9 月～2024年10月
　 4 ．調査対象者
　 4 年制大学 １ 施設に在学する全学年を対象とし
た。対象施設は ３ 学部 ４ 学科で構成されており、
医療系学部は看護学科および臨床工学科の ２ 学科
があり、学年定員は看護学科50人、臨床工学科30
人である。非医療系学部は国際系学部と工学系学
部で、学年入学定員はそれぞれ80人である。
　調査対象とした大学は、看護学科では １ 年次に、
教員から子宮頸がんワクチンに関する情報提供が
なされていたが、他学部・学科においては子宮頸
がんに関する積極的な情報提供はされていなかっ
た。看護学科と臨床工学科では、 １ 年前期に解剖
学と生理学が、 １ 年後期に病理学が、 ２ 年次以降
に疾患学が配置されていた。看護学科では ２ 年次
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より母性看護学で子宮頸がんおよび子宮頸がんワ
クチンに関する教育がなされていた。
　 5 ．調査方法
　調査方法は、Google フォームによる無記名の自
記式Webアンケート調査とした。研究対象者に研
究目的および趣旨を説明し、Google フォームの
URL（Uniform Resource Locator）とQRコード
（Quick Response code）が記載された文書を配
布した。
　 6 ．調査項目
　調査項目は、野口ら18）、大塚ら 9 ）10）、秋元ら11） 

の先行研究をもとに独自に作成した。対象の属性
および背景として、所属、学年、性別、家族内の
がん患者の有無、がん教育受講経験の有無、子宮
頸がんの情報入手方法を調査した。子宮頸がんの
罹患原因の知識として、「子宮頸がんはHPVの感
染が原因である」、「子宮頸がんの原因は性交渉に
よって感染する」に「はい（正答）」「いいえ（誤
答）」を選択させた。子宮頸がんに対する認識の
調査項目は、①「子宮頸がんの罹患は自業自得だ
と思う」、②「不特定多数や性行為の経験豊富な
人がなりやすいと思う」、③「早い年齢で性交渉
した人がなりやすいと思う」、④「子宮頸がんの
罹患を恥ずかしいと思う」、⑤「子宮頸がんの罹
患は他のがんよりも周囲に言いづらいと感じる」
の ５ 項目で、「とてもそう思う（ 4 点）」、「ややそ
う思う（ 3 点）」、「あまり思わない（ 2 点）」、「全
く思わない（ 1 点）」の 4 段階で評価した。項目
①～③は子宮頸がんの罹患者に対する認識につい
て、項目④と⑤は、女性は自身が罹患したことを

想定し、男性は自身のパートナーが罹患したこと
を想定して回答するよう依頼した。
　 7 ．分析方法
　対象の属性は単純集計を行った。子宮頸がんに
対する認識と属性、教育経験および知識との関係
について、Mann-WhitneyのU検定を用いて比較
した。 有意水準は0.05とし、 統計解析にはSPSS 
Ver.29.0（IBM Japan）を使用した。
　 8 ．倫理的配慮
　本研究を実施する上で、個人情報保護法、人を
対象とする生命科学・医学系研究に関する論文倫
理指針を遵守した。公立小松大学人を対象とする
医学系研究倫理審査委員会の承認を得て実施した
（承認番号：医倫2414）。
　調査への参加の同意はGoogle フォームの送信を
もって同意とし、研究への参加および中断は自由
意志によることを保証した。Web調査に使用し
たGoogle フォームは無記名で、送信者のアカウン
トおよびメールアドレスと紐づかない設定とし、
匿名性を保証した。

結　　果
　 1 ．対象の属性
 依頼数983人、回収数381人（回収率38.8%）、欠
損および項目間の回答不整合があった対象を除く
有効回答285人（有効回答率74.0%）を分析対象と
した。 医療系学部が141（女性123、 男性18） 人
（49.5%）、 非医療系学部が144（女性91、 男性
53）人（50.5%）であった（表 １ ）。家族内にがん
経験者がいる対象は36人（12.6%）で、がん経験

表 １ 　対象の概要� n=285

医療系学部 非医療系学部

看護学科 臨床工学科 合計 国際系学部 工学系学部 合計

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

女性
男性

91
6

93.8
6.2

32
12

72.7
27.3

123
18

87.2
12.8

85
18

82.5
17.5

6
35

14.6
85.4

91
53

63.2
36.8

１ 学年
２ 学年
３ 学年
４ 学年

22
28
21
26

22.7
28.9
21.6
26.8

6
17
7

14

13.6
38.6
15.9
31.8

28
45
28
40

19.9
31.9
19.9
28.3

20
36
23
24

19.4
35.0
22.3
23.3

11
5
6

19

26.8
12.2
14.6
46.3

31
41
29
43

21.5
28.5
20.1
29.9

18歳
19歳
20歳
21歳

22歳以上

11
21
29
22
14

11.3
21.6
29.9
22.7
14.4

2
14
11
11
6

4.5
31.8
25.0
25.0
13.7

13
35
40
33
20

9.2
24.8
28.4
23.4
14.2

10
26
30
21
16

9.7
25.2
29.1
20.4
15.5

2
11
5

10
13

4.9
26.8
12.2
24.4
31.7

12
37
35
31
29

8.3
25.7
24.3
21.5
20.2
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のある対象者はいなかった。
　 2 ．情報入手の手段
 子宮頸がんに関する情報の入手経路（複数回答
有り）は、SNS（Social Networking Service）が
145人（50.9%）、 学校が123人（43.2%）、 両親が
109人（38.2%）、病院が59人（20.7%）、友人が51
人（17.9%）、テレビコマーシャルが17人（6.0%）
であった。
　 3 ．がん教育の受講状況
　がん教育受講経験のある対象は176人（61.8%）
であった。教育の内訳（複数回答有り）は、中学
高校教育が101人（35.4%）、大学での講義が112人
（39.3%）、地域のセミナーが 1 名（0.4%）、病院
が 2 人（0.7%）であった。
　 4 ．子宮頸がんの罹患原因の知識
 　全対象の正答数（正答率）は、「HPVの感染」
が125人（43.9％）、「性交渉」が175（61.4％）で
あった。対象の属性別の分布を図 １ 、図 ２ に示す。
　 5 ．子宮頸がんに対する認識
 子宮頸がんに対する認識の全対象の分布は、「子
宮頸がんの罹患は自業自得だと思う」が「とても
そう思う」「ややそう思う」、「あまり思わない」、
「全く思わない」が、それぞれ 4 人（1.4%）、30
人（10.5%）、142人（49.8%）、109人（38.3%）で
あった。続く「不特定多数や性行為の経験豊富な

人がなりやすいと思う」 では、84人（29.5%）、
105人（36.8%）、79人（27.7%）、17人（6.0%）、「早
い年齢で性交渉した人がなりやすいと思う」では、
19人（6.7%）、58人（20.3%）、159人（55.8%）、49
人（17.2%）、「子宮頸がんの罹患を恥ずかしいと
思う」では、 6 人（2.1%）、66人（23.2%）、122人
（42.8%）、91人（31.9%）、「子宮頸がんの罹患は
他のがんよりも周囲に言いづらいと感じる」では、
29人（10.2%）、117人（41.0%）、90人（31.6%）、
49人（17.2%）であった。
　 6 ．性別ごとの子宮頸がんに対する認識
　子宮頸がんの認識の性別ごとの分布を図 3 に示
す。子宮頸がんに対する認識の中央値（四分位範
囲）は、「子宮頸がんの罹患を恥ずかしいと思う」
は、女性が 2 （ 2 − 3 ）、男性が 1 （ 1 − 2 ）で
（p <.001）、「子宮頸がんの罹患は他のがんより
も周囲に言いづらいと感じる」は女性が 3 （ 2 −
3 ）、男性が 2 （ 1 − 3 ）で（p<.001）、男性よ
りも女性の方が有意に高かった。
　 7 ．医療系・非医療系の学部別の子宮頸がんに
対する認識
　子宮頸がんの認識の医療系・非医療系ごとの分
布を図 ４ に示す。子宮頸がんに対する認識の中央
値は、「不特定多数や性行為の経験豊富な人がな
りやすいと思う」では医療系が 3 （ 2 − 4 ）、非

図 2 　子宮頸がんの罹患原因の知識の正答率   「子宮頸がんの原因は性交渉によって感染する」（n=285）

図 １ 　子宮頸がんの罹患原因の知識の正答率   「子宮頸がんはHPVの感染が原因である」（n=285）
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図 3 　子宮頸がんに対する認識 ：男女別 （女性 n=214 男性 n=71）

図 4 　子宮頸がんに対する認識：医療系・非医療系学部別（医療系 n=141　非医療系 n=144）

図 5 　子宮頸がんに対する認識：がん教育受講経験有無別（受講あり n=176　受講なし n=109）
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医療系が 3 （ 2 − 3 ） で（p<.001）、「子宮頸が
んの罹患を恥ずかしいと思う」では医療系が 2（ 2
− 3 ）、 非医療系が 2 （ 1 − 3 ） で（p=.013）、
非医療系よりも医療系が有意に高かった。
　 8 ．がん教育受講経験の有無別の子宮頸がんに
対する認識
　子宮頸がんの認識のがん教育受講経験の有無別
の分布を図 5 に示す。子宮頸がんに対する認識の
中央値は、「不特定多数や性行為の経験豊富な人
がなりやすいと思う」では受講経験有りが 3 （ 2
− 4 ）、なしが 3 （ 2 − 3 ）で（p=.010）、「子宮
頸がんの罹患を恥ずかしいと思う」では、受講経
験有りが 3 （ 2 − 3 ）、 なしが 2 （ 2 − 3 ） で
（p=.044）、がん教育の受講経験がない対象者よ
りも受講経験がある対象者の方が有意に高かった。
　 9 ．子宮頸がんの原因の知識の有無別の子宮頸

がんに対する認識
　子宮頸がんの原因が性交渉であることの知識の
有無別の子宮頸がんの認識の分布を図 6 に示す。
子宮頸がんに対する認識の中央値は、「子宮頸が
んの罹患は自業自得だと思う」では、性交渉が原
因であることの知識有りは 2 （ 1 − 2 ）、知識な
しは 1 （ 1 − 2 ）（p=.001）、「不特定多数や性行
為の経験豊富な人がなりやすいと思う」では知識
有りは 3 （ 3 − 4 ）、 知識なしは 3 （ 2 − 3 ）
（p <.001）、「子宮頸がんの罹患を恥ずかしいと
思う」では知識有りは 2 （ 2 − 3 ）、知識なしは
2 （ 1 − 2 ）（p<.001）、「子宮頸がんの罹患は他
のがんよりも周囲に言いづらいと感じる」では知
識有りが 3 （ 2 − 3 ）、知識なしが 2 （ 1 − 3 ）
（p<.001） で、 いずれも性交渉が原因であるこ
との知識がない対象者よりも知識がある対象者の

図 7 　子宮頸がんに対する認識：HPV感染が罹患原因であることの知識の有無別（知識あり n=125　知識なし n=160）
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図 6 　子宮頸がんに対する認識：性交渉が罹患原因であることの知識の有無別（知識あり n=175　知識なし n=110）
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方が有意に高かった。HPVの感染が原因である
ことの知識の有無別の比較では、子宮頸がんに対
する認識に有意差はなかった（図 7 ）。

考　　察
　本研究では、青年期にある大学生の子宮頸がん
に対する認識として、「不特定多数や性行為の経
験豊富な人がなりやすいと思う」、「子宮頸がんの
罹患を恥ずかしい」、「子宮頸がんの罹患は他のが
んよりも周囲に言いづらい」と感じている人が少
なからずいることが明らかになった。先行研究に
おいても、看護系女子大学生が子宮頸がん検診に
行かない理由として「性感染症への偏見があるか
ら」や、「検診を受けることを知られたくない」13）、 
「恥ずかしい」19）が、HPVワクチンを接種しない
理由に「性交経験があると思われるのが恥ずかし
い」18）が挙げられており、本研究の結果と類似し
ている。また、田中ら14） の大学生を対象とした
調査における罹患原因や感染経路の知識のある学
生は40～50%で、本研究と矛盾しない。
　さらに、非医療系学部よりも医療系学部が、が
ん教育受講経験がない対象者よりもある対象者の
方が、性交渉が原因であることの知識を持つ対象
者は知識のない対象者よりも偏った認識が強かっ
た。 しかし、HPVの感染が罹患原因であること
の知識の有無別では認識に有意な差がみられなか
った。これらを総合すると、子宮頸がんに関して
正確な知識を持つ場合は偏った認識が少ないが、
HPVの知識をもたずに子宮頸がんは性交渉によ
って罹患するという部分的な知識による印象が「不
特定多数や性行為の経験豊富な人がなりやすいと
思う」などの非好意的な先入観に派生しているこ
とが考えられる。厚生労働省は、「HPVは、女性
の多くが“一生に一度は感染する”といわれるウ
イルスであり、一度でも性的接触の経験があれば
だれでも感染する可能性がある」ことを謳ってい
る20）。
　さらには、この印象により自身やパートナーが
罹患した際には「子宮頸がんの罹患は恥ずかしい
こと」や「人に言いづらい」といった思いを抱か
せ、HPVワクチンの接種率の向上を妨げている
可能性も考えられる。国が定める子宮頸がんワク
チンの定期接種の対象者は小学 ６ 年生～高校 １ 年
生の女子であるが20）、HPVの感染機会は生涯に
わたり、推奨されている時期を逃さずワクチン接
種を受けるためには、ワクチン接種の重要性を広
報するとともに、これらの偏った認識を払拭する

ためのHPVワクチンに関する正確な知識を強調
して伝える必要がある。この偏った認識は子宮頸
がん罹患者のQOLや社会参加を妨げる要因とな
ることから、子宮頸がん罹患者が周囲の理解を得
ながら生活するためには、子宮頸がんおよびHPV 
に関する正確な情報提供が急務である。大学生の
子宮頸がんの情報源はSNS、学校教育、両親が多
かったことから、学校教育に加えてSNSを活用し
た情報提供を行うことも効果的であると考える。
さらに、両親から情報を得ている学生が多いこと
から、親世代に対する正確な情報提供も必要であ
る。
　本研究にはいくつかの限界がある。 1 点目は、
調査項目の信頼性と妥当性である。本研究の調査
項目は、研究者が先行文献を参考に独自で作成し
たものであり信頼性・妥当性の検証が行われてい
ない。 2 点目は外的妥当性である。単一県内の 1
大学での調査であることから、地域格差や大学の
特徴が影響した可能性が否定できない。しかし、
情報格差の少ない本邦の現代社会において、結果
に大きな影響があったとは考えにくい。 3 点目は
対象数の偏りによる統計学的な限界である。男女
比較において一部の学部では男性の標本数が少な
く結果に影響した可能性がある。また、医療系の
中でも看護学科と臨床工学科では男女比や教育内
容が異なっており、これによって結果が相殺され
た可能性がある。 4 点目は参加バイアスである。
本研究の参加者は子宮頸がんに関心が高い対象に
偏っていた可能性があることから、結果の解釈に
おいてこの点を加味する必要がある。

結　　論
　大学生において、子宮頸がんは「罹患したら恥
ずかしい」という認識や「不特定多数の人との性
交渉で罹患する」という性交経験への偏った認識
が存在しており、女性においては子宮頸がんの罹
患を「他のがんよりも周囲に言いづらい」と感じ
ていた。がん教育の受講、医学教育、性交渉が感
染経路である知識がある対象の方がこれらの偏っ
た認識が強かった。子宮頸がん罹患者が周囲の理
解を得ながら生活するためには、学校教育に加え
て広く若年層が閲覧するSNSの活用や親世代への
情報提供が求められる。
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そ の 他
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要　　旨

　本研究は、病棟看護師チームの高齢者への身体拘束の回避・解除に関する意思決定のプロセスを明らか
にすることを目的とした。研究方法として、高齢者への身体拘束についてアセスメントを行った​経験を有
する病棟看護師長を対象に、半構造化面接を実施し、複線径路・等至性モデルを参考にして分析した。 2
名に面接を行ったところ、両者のチームで共通して、≪患者の入院または状態の変化：必須通過点≫≪患
者の危険行動の理由を明確にする：分岐点≫≪身体拘束を実施しない、または完全に解除する：等至点≫
が抽出された。身体拘束を回避・解除するため、チーム全体で患者の行動について話し合うことで、患者
の行動の理解が深まり、効果的な代替ケアの実施が可能となっていた。

はじめに
　我が国では高齢化が急速に進行し、2023年の高
齢化率は29.1％ 1 ）と、総人口の約 3 割を高齢者が
占める状況となっている。看護の現場において、

ケア対象者の尊厳を守ったかかわりを行うことは
大前提である。しかし入院中の高齢者に対して、
転倒・転落やルート類の自己抜去の危険性が高い
ことを理由に、身体拘束の実施を選択している臨
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床現場があることも事実である。現に、身体拘束
の実施割合は、認知症が疑われる高齢入院患者の
44.5%にも及ぶと報告されている 2 ）。
　身体拘束とは、抑制帯等、患者の身体または衣
服に触れる何らかの用具を使用して、一時的に当
該患者の身体を拘束し、その運動を抑制する行動
の制限のことをいうとされている 3 ）。身体拘束は、
ケア対象者の安全を守りながら、確実に治療を実
施する目的で行われているが、拘束を実施するこ
とにより、関節拘縮、四肢の廃用症候群、身体機
能の低下といった身体的障害、認知症の進行やせ
ん妄の頻発を招く等の精神的障害を及ぼすことが
分かっている 4 ）５ ） 。
　身体拘束を減らす取り組みとして、1999年の介
護保険制度開始に先立ち、厚生労働省令により介
護保険施設等では身体拘束は原則禁止とされ、
2001年には「身体拘束ゼロへの手引き」が発行さ
れた 6 ）。病院では、2016年度の診療報酬改定で身
体拘束が行われた日には認知症ケア加算が減算さ
れることが示された。2024年には、身体拘束最小
化の義務化を規定する旨の内容が示され 3 ）、身体
拘束最小化への取り組みが強化されている。これ
らにおいて、やむを得ず身体拘束が実施される場
合には、切迫性、非代替性、一時性の 3 要件を満
たしていることが条件とされている 3 ）。しかし、
どのような状態が「やむを得ない」のかの判断は
臨床現場に委ねられている状態である。そのため、
その場にいる医療者の考え方や経験によって、判
断基準が異なる可能性がある。つまり、本来なら
ば身体拘束をしなくても治療・療養できたはずの
高齢者が、身体拘束を受ける恐れがあるとも考え
られる。身体拘束の最小化を図るには、現場で働
く医療者すべてが、高齢者に対し適切な視点を持
ってアセスメントを行えるようになることが求め
られると言える。
　我が国における先行研究において、身体拘束の
最小化について、看護師個人が身体拘束の必要性
や回避をどのように判断しているかを報告した研
究 7 ）や看護管理実践に着目した研究 8 ）はあるが、
病棟看護師チームがどのように身体拘束を回避・
解除する判断を下すのかに着目した研究報告はな
い。身体拘束の実施は、看護師個人の判断で決定
されることはなく、病棟看護師チームで話し合い
決定されることが一般的である。そのため、身体
拘束の回避・解除について、病棟看護師チームの
判断・行動のプロセスを明らかにすることは、身
体拘束最小化に行き詰まっている病棟看護師チー

ムの一助となる。
　そこで、本研究の目的は、病棟看護師チームの
高齢者への身体拘束の回避・解除に関する意思決
定のプロセスを明らかにすることとした。先行研
究より、身体拘束の必要性を判断した理由として、
ルート類の自己抜去や転倒・転落のリスクがある
ことが高い割合を占めていることから 9 ）、本研究
では、ルート類の自己抜去と、転倒・転落予防を
目的とした身体拘束に関する病棟看護師チームで
の意思決定による実践を対象とした。実践プロセ
スを明らかにするにあたり、時間経過や意思決定
を促進／阻害する要因を含めて捉えることで、研
究結果を臨床へ応用しやすくなると考えた。また、
入院後も変化し続ける高齢者の状態に対応しなが
ら、病棟看護師チームがどのようなプロセスを経
て意思決定を行っているかを可視化することが重
要であると考え、本研究ではそれらを含めたプロ
セスを捉える手法である、複線径路・等至性モデ
ル（Trajectory Equifinality Model：TEM）を参
考にして分析を行うこととした10）。

研究方法
　 １ ．研究デザイン
　研究デザインは質的研究とし、 分析はTEMを
参考にした。TEMは、 等至点という研究者が関
心をもった現象に至るまでの人間の発達や変容を、
時間の経過と外的要因の影響を捨象せずに捉える
手法である10）。個人を対象とした研究だけでなく、
チームを対象とした分析にも用いられている11）。
　 2 ．インタビュー対象者
　包含基準は、①病棟看護師長の経験を有する者、
②入院中の高齢者への身体拘束についてアセスメ
ントを行った​経験を持つ者、の全てを満たす者と
した。精神科領域以外での看護師長経験を有しな
い者は除外した。インタビュー対象者は、病棟看
護師チームとしての実践を把握している者である
必要があり、看護師長が最も適切であると判断し
た。精神科領域における身体拘束は、精神保健及
び精神障害者福祉に関する法律により定められて
いるため除外した。
　インタビュー対象者は、機縁法によりリクルー
トした。
　 3 ．調査方法
 インタビュー対象者に対し、研究者 2 名による
半構造化面接を 2 回実施した。メインのインタビ
ュアーは、看護学部生であったため、共同研究者
である指導教員が同席し、適宜質問の補足を行っ
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た。面接は、対面またはオンラインで個別に行い、
高齢者への身体拘束に関して質問した。インタビ
ューの内容を表 1 に示した。初めに、今回の身体
拘束回避・解除の実践対象となる高齢者の特性が、
施設間で相違がないかどうかを確認するため身体
拘束の話し合いの対象となる高齢者の特徴につい
て確認した。その後は研究者からの質問を軸とし、
インタビュー対象者には自身が所属する病棟看護
師チームの経験と、経験を経て形成された考えの
双方を自由に語ってもらった。その際、経験と考
えを区別して話してほしいこと、経験にはインタ
ビュー対象者が直接経験したこと以外に、カンフ
ァレンスや部下から聞いたこと・見たことも含め
病棟看護師チームとしての経験を話してほしいこ
とを伝えた。また、病棟において身体拘束に関す
る話し合いを日常的に行うチームの単位が病棟看
護師チームであるかを確認し、看護師以外の職種
を含む場合にはその職種や関わり方を確認した。
面接内容はICレコーダーに録音し、 音声から逐
語録を作成した。調査期間は2024年 9 月〜11月で

あった。
　 4 ．分析方法
　逐語録を精読し、身体拘束を回避、または解除
する決定に至るまでのチームの思考と行動を表わ
す最小単位の切片を区切り、各切片を表わすコー
ドをつけた。TEM図を作成するにあたり、 コー
ドを時系列に並べ、一人のインタビュー対象者内
で同じ意味を持つコードが複数存在する場合には、
それらを表わす親コードをつけた。親コードは、
インタビュー対象者が面談の中で同一の出来事を
繰り返し述べたために出現したものであり、概念
レベルを上げるものではない。また、思考や行動
が現れた時間に留意し、異なる時間に現れたコー
ドを統合しないようにした。 表 2 に、TEMの主
要概念と本研究における意味を示す。コードから、
TEMの主要概念にあたる等至点、 両極化した等
至点、必須通過点、分岐点、社会的方向付け、社
会的助成を特定し、各インタビュー対象者の所属
するチームのTEM図を作成した。
　 2 回目の面接では、分析の妥当性を示すために、

表 １ 　インタビューの内容

転倒・転落予防/ルート自己抜去予防の ２ 点について聴取

1 身体拘束の話し合いの対象となる高齢者の特徴を挙げてください。

2 病棟看護師が身体拘束を必要と考えた場合、チームでの検討はどのように進められますか。

3 身体拘束をしない対応を検討するときに必要となる情報には、どのようなものがありますか。
それらの中で、病棟（施設）看護師が情報収集において困難と感じるものは何ですか。
また、アセスメントにおいて困難と感じるものは何ですか。

4 身体拘束をしないという意思決定に至る議論の過程で、スタッフによって意見がわかれやすい
ポイントはありますか。それらはどのように意思決定に至りますか。

表 ２ 　TEM（Trajectory Equifinality Model）の概念と本研究における意味

用　　語　　　 概念の意味　　　 本研究における意味　　

等至点：EFP
（Epuifinality Point）

本研究において着目する出来事や経験 「身体拘束を実施しない、または完全に解除する」

両極化した等至点：P-EFP
（Polarized EFP）

等至点の対となる出来事や経験 「身体拘束の実施」

分岐点：BFP
(Bifurcation Point)

行動が多様に分かれていくポイント 「身体拘束を実施しない、または完全に解除する」
という決断に至る経路に影響を与える思考や行動

必須通過点：OPP
（Obligatory Passage Point）

等至点に至るうえで必ず通るポイント 「患者の入院または状態の変化​」

社会的方向付け：SD
（Social Direction）

等至点に至る個人の行動や選択に抑制的に
かかっていく文化的・社会的な力

「身体拘束を実施しない、または完全に解除する」
という決断にネガティブな影響を及ぼす要因

社会的助成：SG
（Social Guide）

等至点に至る個人の行動や選択を後押しする
ような援助的な力

「身体拘束を実施しない、または完全に解除する」
という決断にポジティブな影響を及ぼす要因
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メンバーチェッキングを行った。 各TEM図をイ
ンタビュー対象者に見せ、インタビュー対象者の
語りと研究者の理解に齟齬がないか、TEM図の
径路が対象者個人ではなく病棟看護師チームとし
ての経験を表しているかを確認し、 各TEM図を
修正した。 
　身体拘束の話し合いの対象となる療養者の特性
に関する語りからは、療養者の特性を示す最小単
位の切片に区切り、各切片を表わすコードを付け
た。コード全体を確認し、対象者の特徴をまとめ
たカテゴリーを抽出した。
　分析は、老年看護学を専門とする者を含む看護
学研究者 3 名と看護学部生 1 名の計 4 名で複数回
の議論を重ねた。

倫理的配慮
　インタビュー対象者には、説明文書を用いて研
究説明を行い、同意を得た。また、面接開始前に
録音についても説明し、了承を得た。インタビュ
ー対象者に対し、話したくないことは話さなくて
もよいこと、語る内容に個人が特定される内容（固
有名詞等）は含まないようにすることを伝えた。
本研究は、石川県立看護大学倫理委員会の承認を
得て行った（2024-58- 2 ）。音声データ、逐語録
は研究用IDを付して、 語りの中に病院名等の個
人の特定につながりうる情報が含まれた場合は、
それらは伏せ字にし、研究者のみがアクセス可能
なクラウドに保管した。

結　　果
　 2 名の病棟看護師長に面接を行った。インタビ
ュー対象者の所属は、大学病院、一般病院が各 1
名ずつであった。看護師経験年数及び管理者経験
年数はそれぞれ、ID１では32年、 7 年、ID₂で
は26年、 6 年であった。面接時間（ 1 回目／ 2 回
目）は、ID１（70分／23分）、ID₂（45分／33分）
であった。
　身体拘束の話し合いの対象となる者の特性とし
て、［認知機能・判断力の低下等により、危険性
を理解し、予防行動をとることができない者］［ル
ート類の自己抜去や転倒・転落が生じた際、本人
に重大な影響が及ぶと予測される者］が挙げられ
た（表 3 ）。
　病棟において身体拘束に関する話し合いを日常
的に行うチームの単位は、どちらのインタビュー
対象者においても、病棟看護師チームであること
を確認した。
　 2 名の病棟看護師チームのTEM図を図 1 に示
した。結果を述べるにあたり、カテゴリーを≪ ≫、
（親）コードを≪ ≫で示す。（親）コード内の一
部のフレーズを本文中に用いる場合には、「　」
で表した。インタビュー対象者の実際の語りは、
斜体で示す。
　ID１では、 入院後すぐに≪在宅との環境の違
いを把握し、意思疎通の状況や認知機能の様子、
身体拘束がされている場合はその理由等を詳細に
記録したもので、情報収集を行（う）≫い、入院
カンファレンスにて、自己抜去や転倒・転落のリ

表 ３ 　身体拘束の議論の対象となる者の特性

カテゴリー コード インタビュー対象者

認知機能・判断力の低下等によ
り、危険性を理解し予防行動を
とることができない者

自己抜去を繰り返す患者 ID１

認知機能低下やせん妄等により、状況や伝達内容の理解が困難な患者 ID１

術後せん妄や環境変化によるせん妄、高次脳機能障害等、自己抜去の危険性
やルートの必要性を理解できない、また判断力の低下がみられる患者

ID１/ID２

言動と行動が一致しないような患者 ID２

自分の実際のADLを理解できない患者 ID２

精神的に興奮状態にある患者 ID２

ルート自己抜去や転倒が生じた
際、患者に重大な影響が及ぶと
予測される者

ルート抜去が重大な影響を及ぼすと考えられる患者 ID１

せん妄や認知機能障害、脳転移等、心身の制御がうまく行えない場合や、
転倒すると重大な障害を受ける可能性が高い患者

ID１

経管栄養目的のチューブが入っている患者 ID１
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図 1 　身体拘束回避・解除に至るプロセス
等至点（EFP）は≪身体拘束を実施しない、または完全に解除する≫、両極化した等至点（P-EFP）は≪身体拘束の実施≫、必須通過
点（OPP）は≪患者の入院、または状態の変化≫、分岐点（BFP）は≪患者の危険行動の理由を明確にする≫となり、二重線で示し
た（両極化した等視点のみ破線の二重線）。社会的方向付け（SD）は⇩が付いた図形、社会的助成（SG）は⇧が付いた図形で示した。
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スクが高い者に対しては「入院中に起こりうる患
者のリスク」について話し合いが行われていた。
「転棟前に身体拘束が行われていた場合も、その
身体拘束をどのように解除するか」という視点で
話し合いが行われていた。その後、≪療養環境を
整備したり、排尿パターンを把握したりして訪室
頻度やタイミングを決定（する）：分岐点≫し、
≪その日の看護師が協力し合いながら、リーダー
が中心となり、見守りができる環境を整える≫と
いった実践に繋げていた。日々のケアの実践とし
て、≪見守りを行っている看護師が患者の直前の
様子を踏まえて訪室頻度を微調整する≫ことや、
≪意思疎通が困難で、行動が予測できない患者に
対し、療養環境を物理的に整備したり、点滴を日
中に行う等、時間的工夫を凝らすことで、代替ケ
アを確立する≫という流れを繰り返していた。そ
して、≪見守りを継続しながら、訪室間隔を広げ
ていき、 最終的に見守りなしで療養できるように
な（る）≫り、身体拘束の回避を可能としていた。
≪ルート自己抜去による患者への影響を案じた医
師から身体拘束の依頼を受ける≫場合には、看護
師が医師に対し≪身体拘束を行うことで、かえっ
て患者が興奮し、危険な状態になる可能性がある
こと等を踏まえ、身体拘束なしで見守るという選
択肢を提案（する）≫し、≪医師側の思いをくみ
取りつつ、身体拘束の有無に関わらず頻回な訪室
の必要性があることを伝え、身体拘束なしでの対
応について話し合いを重ねる≫ことで、身体拘束
回避を図っていた。話し合いを進める中で、≪合 
意に至らない場合は、倫理問題を担当する部署も
加わって話し合いを行（う）≫い、慎重に決断を
下していた。
　ID１の社会的方向付けには、 ≪医師は、 患者
の治療に対する全責任を負う立場にあり、場合に
よっては身体拘束を行った方がいいと考える場合
もあること≫や≪見守りのための頻回な訪室は困
難であるという看護師の声≫が、社会的助成には、
≪身体拘束最小化に取り組む看護部としての目 
標≫、≪病棟に身体拘束ツールをおかない病院の
方針≫や≪臨床倫理コンサルティングチームの介
入≫が抽出された。
　ID₂では、 ≪患者の言動と行動が一致せず、
危険性についての患者の理解の見極めが困難であ
る場合や、リスクの高い行動が患者に見られる場
合に、その時点でカンファレンスを行う≫、≪ペ
アで行動している看護師同士で話し合った結果、
危険性があると判断し、身体拘束の実施の議論が

カンファレンスに上がる≫等、患者に危険行動が
見られた時点でカンファレンスの開催に至ってい
た。また、入院時すでに身体拘束が実施されてい
た患者に対しては≪身体拘束の実施≫を継続しな
がらも、≪毎日行う身体拘束解除に向けてのカン
ファレンス≫で話し合っていた。カンファレンス
では、患者の夜間の様子等の情報収集を行うこと
で、≪一時点での様子のみでなく、患者の普段の
様子から、自己抜去のリスクがどれほどのものか、
身体拘束が本当に必要な状態であるのかを判断す
る≫方向性で、≪患者の危険行動の理由を明確に
する：分岐点≫ために話し合いが進められていた。
カンファレンスの結果、患者の行動の理由が明確
になれば、「その行動の理由に対する介入」 や 
≪転倒・転落が起きたとしても、患者への被害が
最小となるような環境整備を行うことで、身体拘
束なしで患者が自由に行動できる状態をつく 
る≫等の対応を行い、身体拘束の実施を回避して
いた。カンファレンスによって、≪情報が不足し
ており、患者の行動の予測が困難である場合は、
離床センサーの用意を事前に行う≫ことや、≪ス
タッフが多い日中の時間帯には、常時見守りがで
きる環境で、身体拘束の必要性を判断（する）≫
していた。
　ID２の社会的方向付けには、 ≪身体拘束解除
後に転倒が起きた場合に、看護師が責められるの
ではないかという恐怖感≫や、≪患者の行動に関
する情報が少ないこと≫が、 社会的助成には、 
≪身体拘束の代替ケアを、まずはやってみようと
いう考え≫や≪ルート類は早期に取り去った方が
良いという看護師の考え≫が抽出された。
　 2 つのチームの径路において、必須通過点、分
岐点、等至点は類似しており、≪患者の入院また
は状態の変化：必須通過点≫≪患者の危険行動の
理由を明確にする：分岐点≫≪身体拘束を実施し
ない、または完全に解除する：等至点≫が特定さ
れた。分岐点≪患者の危険行動の理由を明確にす
る≫の生データとして、
　家と環境が違うからこうしないといけないねと
か、やっぱりトイレに近い部屋がいいねとか、（省
略）動線危なくないようにとか、（省略）排尿パ
ターン掴んでナースコールがない人ならば、それ
を掴んで見に行かないといけないねとか（省略）
［ID１］
　アセスメントする時には抜こうとしている患者
さんだったりとか、なぜ抜こうとしているのか、
というところだと思うんですよ。本当に判断がで
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きない人なのか、たまたまかゆくて掻いていたこ
とがその抜去につながったのかというところの、
その抜去に至る要因だったことは何かという（省
略）やっぱり日々の様子とかですかね（省略）た
またまだったのか（省略）危ない行動をとったよ
うな人がいれば、その時その場でも（話し合いを）
やったりしますし、（省略）（身体拘束を実施して
いる人に対しても）継続する必要性があるのか、
また新たなことがあるのか、解除ができるかとい
うことは必ず毎日カンファレンスしています  ［ID 
₂］といった語りが聞かれた。

考　　察
　本研究は、病棟看護師チームにおける高齢者へ
の身体拘束の回避・解除に関する意思決定のプロ
セスを初めて明らかにした。分岐点≪患者の危険
行動の理由を明確にする≫が 2 つのチームで共通
しており、チーム全体で患者の行動について話し
合うことで、患者の行動の理解が深まり、効果的
な代替ケアの実施が可能となっていた。このよう
な患者の危険行動の理由を明らかにする取り組み
は、先行研究において、熟練した看護師が身体拘
束回避の判断をする際の視点と同様である 7 ）。し
かし、一人の看護師が患者に関わる時間は勤務時
間に限られ、患者の状態も時間帯や日によって異
なるため、看護師が個々にアセスメントを行うこ
とには限界がある。また、経験の浅い看護師の場
合には、熟練した看護師と同様のアセスメントを
行うことは難しいことが考えられる。今回対象と
なった 2 つのチームでは、定期的なカンファレン
スの開催に留まらず、日々、必要時に病棟看護師
チームによる話し合いの場が持たれていた。そし
て、ケアの方針や対策を病棟看護師チーム全員で
共有し、環境調整や必要に応じて業務調整が行わ
れていた。このように、病棟看護師チームとして
患者の情報を統合しアセスメントできること、ア
セスメントに基づいたケアを病棟看護師チーム全
体で実践することが、身体拘束を実施しない、ま
たは解除するという意思決定に至る重要な通過点
であることが示された。
　 2 つのプロセスを比較すると、分岐点≪危険行
動の理由を明確にする≫は一致していた。しかし、
分岐点が現れるタイミングは、ID１は実践サイ
クル内であるのに対し、ID₂はカンファレンス
中に位置している。このことについて、ID１は、
社会的助成に≪身体拘束最小化に取り組む看護部
としての目標≫、≪病棟に身体拘束ツールをおか

ない病院の方針≫とあるように、病院の取り組み
として、身体拘束のない看護の実践が推進されて
いる環境が醸成されており、身体拘束を回避・解
除するために、常に患者の状態に応じてケア方法
を工夫するプロセスが確立していたと推察される。
それゆえに、実践サイクルの中で、看護師同士が
頻回に話し合いの場を持ち、≪患者の危険行動の
理由を明確にする≫という分岐点を経て、ケアを
行っていく過程が可視化されたと考えられる。一
方ID₂では、 径路の中に、 ≪ペアで行動してい
る看護師同士で話し合った結果、危険性があると
判断し、身体拘束の実施の議論がカンファレンス
に上がる​≫とあり、ペア単位で動く看護師が、患
者の危険行動を察知したことをきっかけに、カン
ファレンスが開催されていた。病棟看護師チーム
で開かれるカンファレンスの中で、≪患者の危険
行動の理由を明確にする≫話し合いが実施され、
その後のケア方針を統一するプロセスを経て、実
践に繋がっていた。 ２ つの病棟看護師チームそれ
ぞれの看護ケアの在り方によって、分岐点が現れ
るタイミングは異なるものの、どちらの径路にお
いても、≪患者の危険行動の理由を明確にする≫
ことで、身体拘束回避・解除に向けた効果的なケ
アの実施に進むことが示された。
　ID１では、 プロセス内に、 看護師が医師に対
し≪身体拘束を行うことで、かえって患者が興奮
し、危険な状態になる可能性があること等を踏ま
え、身体拘束なしで見守るという選択肢を提案（す
る）≫し、≪医師側の思いをくみ取りつつ、身体
拘束の有無に関わらず頻回な訪室の必要性がある
ことを伝え、身体拘束なしでの対応について話し
合いを重ねる≫といった医師とのやり取りを認め
たこと、社会的方向付けに≪身体拘束に関する、
医師との意見の対立≫が抽出されたことから、身
体拘束の回避・解除の意思決定には、医師側の要
因が関連することが示唆された。しかし、医師の
指示のみで決定されるわけではなく、看護師チー
ムから身体拘束なしで見守るという選択肢を提案
したり、倫理部門が介入することで、身体拘束を
回避・解除することに向かっていた。また、社会
的助成として、≪病院全体の高い倫理観≫≪患者
にとって何がベストであるか、患者を尊重する考
え方が根付いている≫等が挙げられ、病棟看護師
チームの意識が、身体拘束回避の判断にポジティ
ブな影響をもたらすことが示唆された。急性期病
院において、身体拘束を最小化するために行われ
ている看護管理の実践内容を調査した研究では、
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「身体拘束実施を検討するためのベースとなる看
護観・倫理観の涵養」が、実践の一つとして報告
されている13）。本研究の結果は、インタビュー対
象者のチームに、このような看護観や倫理観が根
付いていることで、身体拘束回避に向かって話し
合いが繰り返し行える風土が形成されていたこと
を示している。
　ID₂では、 入院時すでに身体拘束が実施され
ていた患者に対しては≪身体拘束の実施≫を継続
しながらも、≪毎日行う身体拘束解除に向けての
カンファレンス≫で話し合っていた。入院時には
情報が限られる中、入院以前の身体拘束が転院先
の施設での身体拘束に繋がりうることが示された。
退院直前であっても、解除可能な身体拘束が解除
されることの重要性と、やむを得ず身体拘束が解
除できなかった場合には、身体拘束に関連する詳
細な情報を転院先へ情報提供することの必要性が
示唆された。
　病棟において身体拘束に関する話し合いを日常
的に行うチームの単位は、どちらのインタビュー
対象者においても、病棟看護師チームであった。
2 つのプロセスには、看護師以外の職種と意見が
対立する場合や看護師以外も含めたスタッフとの
情報共有が含まれていたが、病棟看護師チームと
して意思決定をし、それらを必要時には他の職種
へ示していた。
　今回の研究結果に基づく看護実践への示唆とし
て、身体拘束回避・解除を目的とした話し合いの
場を継続的に持てる環境を整えることの重要性が
挙げられる。本研究の結果で、病棟看護師チーム
が高い倫理観を持ち、患者を尊重する考え方に基
づいて、カンファレンス等の場で情報共有と話し
合いを重ねていくことで、患者理解が深まり、身
体拘束を回避・解除するという判断に至ることが
示された。そのため、病棟看護師チームが身体拘
束の回避を達成するためには、チーム全体が身体
拘束最小化に対する意識を常に持ち、身体拘束回
避・解除に向けた話し合いが習慣となることが望
まれる。
　本研究には限界がいくつか存在する。1 つ目は、
病棟看護師チームの意思決定プロセスを看護師長
のみの語りから描いた点である。本研究では、病
棟看護師チームの経験や思考を語るには、チーム
全体を捉えられている者である必要があり、看護
師長が最適と考えインタビュー対象者とした。面
談にあたり、インタビュー対象者個人の考えと、
病棟看護師チームとしての行動や思考プロセスは

区別して話してもらうように依頼し、 2 回目の面
談の際には、TEM図がチームとしてのプロセス
を描けているかを確認した。 2 つ目は、インタビ
ューの対象者が 2 名であり、径路の多様性を描け
ているとは言えない点である。本研究では、 2 つ
のチームの径路を描いたところ、結果的に両者の
病棟看護師チームの必須通過点、分岐点、等至点
は共通していたが、他の病棟看護師チームにも同
じことが言えるとは限らない。 3 つ目に、メイン
のインタビュアーは看護学部生であり、インタビ
ューの経験が乏しいことが挙げられる。しかし、
インタビュアーは研究前にインタビューのトレー
ニングを受け、質的研究の経験を持つ看護研究者
である共同研究者の同席のもとインタビューを実
施した。

まとめ
　病棟看護師チームにおける高齢者への身体拘束
の回避・解除に関する意思決定のプロセスを、TEM 
を参考にして分析したところ、 2 つのチームで共
通して、≪患者の入院または状態の変化：必須通
過点≫≪患者の危険行動の理由を明確にする：分
岐点≫≪身体拘束を実施しない、または完全に解
除する：等至点≫が抽出された。身体拘束を回避・
解除するため、病棟看護師チーム全体で患者の行
動について話し合うことで、患者の行動の理解が
深まり、効果的な代替ケアの実施が可能となって
いた。
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